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主催者挨拶
さて、現在進行している第二期地方分権

神奈川県知事 松沢 成文 改革は、今年度が法律上の最終年度になり

皆さん、こんにちは。ご紹介賜りました

神奈川県知事の松沢成文でございます。

大変お忙しい中、本日は地方分権フォー

ラムに、このように多くの皆さまのご参加

をいただきまして、誠にありがとうござい

ます。主催者として、心から御礼を申し上

げます。

また、フォーラムの開催にあたりまして

は、共催団体であります神奈川県市長会・

神奈川県町村会、また、後援団体でありま

す総務省・全国知事会・自治体学会から、

多くのご支援をいただいております。皆さ

まにも、心から感謝を申し上げたいと思い

ます。

本日のテーマは地方分権改革です。これ

までの改革の流れを総括し、そしてまた、

政権交代もありましたので、今後、この改

革をどうやって進めていくべきなのか、こ

ういう少し大きなテーマで議論をしたいと

思っております。

本日はパネル討論の時間を十分にとって

おりますし、パネリストの方々、そして、

コーディネーターの宮崎緑さんも地方分権

改革に大変明るいわけでありますから、こ

のような皆さんとともに議論し、そしてま

た、参加者の皆さんとの意見交換をしてい

きたいと考えております。よろしくお願い

いたします。

ます。改革は大詰めを迎えていますけれど

も、政権交代がありまして、この第二期改

革の最後をどういう形で終わらせるのか、

あるいは、前政権の下で進められていた第

二期改革をどういう形で新政権が引き継い

でいくのか、大変大きなテーマになってき

ております。民主党のマニフェストの中で

も、地方分権改革を進めていく、民主党の

言葉で言うと地域主権国家へと転換してい

くということを訴えております。

地方自治体に身を置く者としては、本気

で新政権が改革に取り組んでいただけるの

であれば、大歓迎であります。ただ、地方

分権改革というのは、国の論理で勝手に決

められては困ります。私たちのような、現

場を運営している地方自治体の声をしっか

りと聞いていただいて、できれば一緒に改

革の方向性をつくっていきたいと考えてお

りまして、そういうことを私も、総理大臣

や総務大臣に今、伝えているところです。

ただ、この新政権の下で地方分権改革が

どのように進んでいくかというのは、まだ

まだ形が見えてきておりません。どういう

仕組みをつくるのか、どういうテーマから

先行して議論をしていくのか、このあたり

を今後きちっと詰めていかなければならな

いと思っています。

最近の新聞に載っていましたが、原口総

務大臣が総務省に顧問制度を設けるという

ことでした。これは、地方分権改革を進め

るにあたって、学者や地方の政治家の意見

に耳を傾けながら進めていきたいというこ

とであり、私は方向性としては良い方向性

になってきているのではないかと思います。

実は、本日のパネリストの３人が、予期せ

ずに３人とも総務省の顧問に指名されたの

です。

したがって、パネル討論では皆さんとと
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もにいろいろな議論をし、その知識を、あ

るいは、意見交換の内容を総務省にもしっ

かりと伝えて、地方分権改革を進めてまい

りたいと思いますので、よろしくお願いい

たします。

さて、こうして地方分権改革は新たなス

テージを迎えるわけですが、これまでの地

方分権改革について、少し振り返っておき

たいと思います。まず、地方分権改革が表

に出てきて、いよいよ国としてもやってい

こうという体制になったのは、2000年４月

に施行された地方分権一括法だと思います。

ここでは、国と地方の役割分担の明確化、

あるいは、機関委任事務制度の廃止など行

政面の改革では一歩前進しました。ただ、

改革を進めるにあたって最も重要な税財源

の移譲も議論しようとしたのですが、抵抗

勢力があってなかなか進まずに、その意味

では未完の分権改革とも言われました。

実は、この時にも、審議会の制度を用い

まして、地方分権推進委員会という委員会

の中に、私の前任の神奈川県知事である岡

崎洋前知事も委員として参加をいたしまし

た。岡崎前知事は、大蔵省出身で、環境庁

の事務次官を経た後、神奈川県の知事を務

めました。地方自治体代表の立場で、「分

権改革を進めるには、権限の移譲と同時に、

税財源の移譲をしっかりとやらなければ駄

目だ」ということを、大蔵省出身であるに

も関わらず、財務省関係者の皆さんとかな

りやり合いました。また、その後、地方分

権推進委員会の後継機関である地方分権改

革推進会議の委員にも就任されましたが、

あまりにもその改革の姿勢が鈍い、遅れて

いるということで、抗議の辞任をしたとい

うこともありました。

この第一次地方分権改革における地方分

権一括法の制定は一歩前進ではありました

が、今申し上げたように、税財源の移譲に

ついては行われませんでした。 そこで、次

に行われましたのが、いわゆる三位一体の

改革です。この改革は、まず、税源を地方

に移譲しようということで、国税から地方

税への移譲が前面に出てきました。その代

わり、地方は補助金を国に求めることはや

めようということで、国庫補助負担金を削

減する。そしてもう一つ、地方交付税の見

直しをする。税財源を含めたこの三つを三

位一体で、同時進行で改革していこうとい

う方針が出ました。この方針を打ち出した

のが、神奈川県出身である小泉元総理です。

ただ、小泉元総理らしく、ここには数値

目標が出てきました。３兆円規模の税源移

譲、そして４兆円程度の補助金削減という

数値が出てきたのです。ただ、数値が出て

きますと、数値を目指しての闘いになりま

して、どういう内容が地方分権改革にふさ

わしいのかというよりも、まず３兆円の税

源移譲をやろう、そしてそれ以上の補助金

削減をやろう、しかし、それをどうやって

組み合わせて、積み上げて、その額にする

かというところが議論になってしまって、

多くの地方自治体の中でも、あるいは、国

との交渉の中でも問題となりました。

どんな問題があったかというと、当然、

都道府県と市町村では、補助金の削減とい

っても、こちらはいいけど、こちらは困る

となって地方の中で意見がまとまらない。

国と地方の闘いと同時に、地方の中で、ど

うやって意見を統一するかというのが非常

に難しい。私もそれを経験いたしました。

また、もう一つの問題は、地方の首長た

ちも国の役人たちも、税源の移譲と補助金

改革を一緒にやることに集中してしまった

ことです。その裏で、財務省には三位一体

の改革をうまく国の財政再建にもつなげよ

うという思惑がありまして、国にとって大

きな支出となっていた地方交付税がぐっと

減らされました。３年間で５兆円以上の地

方交付税を減らされてしまったのです。

確かにこれは、国の財政再建にはつなが

ります。ただ、地方交付税が急激に減らさ

れたので、地方自治体の財政格差をますま

す大きくしてしまったという結果をもたら
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しました。つまり、地方が豊かになると思

って取り組んでいた地方分権改革が、三位

一体の改革の結果を見ると、自治体間の格

差が大きくなり、もともと財政状況が厳し

かった都道府県・市町村は、ますます厳し

くなるという結果を生んでしまったのです。

地方側には、完全に負けだったのではない

か、あるいは、こんな改革だったら二度と

やらない方がいいというような、地方分権

改革に対する厭戦気分が非常に広がってし

まったのです。

さて、そうした反省を受けて、三位一体

の改革の後に、新たに仕切り直しとして、

第二期地方分権改革がスタートいたしまし

た。今回の改革では、税財源の移譲はかな

り三位一体の改革で進んだので、もっと権

限の移譲を進めていこう、あるいは、国の

持っている出先機関のうち、国がやる必要

のないものはどんどん地方に移していこう

という方針の下、地方分権改革推進委員会

が発足いたしました。そして、本日のパネ

リストである露木開成町長が、町村を代表

してそのメンバーに入ったのであります。

委員会からは、これまでにいろいろな勧

告が出てきました。第１次勧告、第２次勧

告、そして第３次勧告と今までに出てきて

います。新政権の方では、最終の第４次勧

告を早めに出していただいて、今後の地方

分権改革の方針を決めていきたいというこ

とです。

ただ、後で露木町長からもいろいろ感想

や総括があるかと思いますが、このやり方

にも、やはり官僚の壁、そして族議員の壁

がずっと付いてきています。委員会で様々

な勧告を取りまとめ、それを政府に届けま

す。ただこれは、政府が絶対に行わなけれ

ばいけない義務はないのです。

ですから、委員会の勧告に対して、まず

霞が関の官僚の執拗なまでの抵抗がありま

した。自分たちの持っているいわば既得権

ですから、権限をどんどん地方に渡すと自

分たちの権限がなくなる、あるいは、「今

の地方にはそんなことをできる実力がない

よ」と言う。

それから、もう一つは族議員と言われる

国会議員の壁です。すべての国会議員がそ

うだと言っているわけではありませんが、

一部の国会議員は、「私が霞が関と繋いで

やって、こういう権限を持ってきたぞ」、

あるいは、「私がいるから補助金を付けら

れるのだから、ありがたく思ってくれ、選

挙では応援してくれ」というように、地方

を自分の利益誘導の武器に使ってしまって

います。霞が関とそれに癒着する族議員が、

地方分権改革推進委員会の出す勧告を、が

んがん潰しにかかるのです。

また、私も反省を込めて言いますが、全

国知事会や全国市長会もまだまだその政治

の闘いに勝てるだけの力が備わっていない、

あるいは、中の意見がまとまっていないと

いうことで、この改革もあまり上手く進ん

でこなかったのが現状です。そういう中で

総選挙を迎えました。私は全国知事会の中

でもかなり急進派ですので、この政権交代

の懸かる総選挙で、大きな改革を実現でき

ないかと思っておりました。後ほどお話を

させていただきますが、地方分権改革は、

委員会を立ち上げて勧告を出しても、それ

が霞が関や族議員に邪魔され、ほとんど進

まないのです。また、もう一度やり直して

新しい委員会を立ち上げ、また勧告しても、

揉めるだけで一向に進まないでしょう。

このような地方分権改革の歴史を踏まえ

まして、私は、もっと思い切ったことをや

った方がいい、政治主導の新しい国政をつ

くっていけば、今まで想定できなかった大

きな改革も実現できる可能性が出てくると

考えています。そこで、道州制の導入を全

国知事会で申し上げたところ、13道府県の

知事が集まりまして、私が代表して三つの

主要政党に対し、今度の総選挙で、道州制
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をマニフェストに明記すべきだと要請しま

した。

ただ、後ほど説明しますが、この道州制

というのは、国が制度を考えて国から押し

付けるという改革では絶対に駄目です。む

しろ、地方から新しい広域行政の受け皿を

自分たちでつくって、そこに、霞が関の権

限をどんどん移譲していく。また、今の都

道府県の権限は、市町村の体制を充実して

もらい、市町村にどんどん移譲していく。

そして、できるだけ住民に身近な市町村で

物事を決められるようにして、市町村で決

められないことを広域自治体である道州で

決めていく、道州でも決められないことを

国政で決めていくという形にする必要があ

ります。

今までは、権力からしてみると逆三角形

だったのです。霞が関が一番大きくて、そ

の下に都道府県、市町村でした。それをひ

っくり返します。市町村がほとんどを決め、

決められない部分は広域自治体である道州

が決める。道州でも決められない外交や防

衛、通貨など、国でしかできないものだけ

を国政で行うようにする。

つまり、究極の地方分権改革と霞が関の

解体を同時に進めるのは、道州制という抜

本的な改革しかないのです。そのためには、

政治主導の政権の下、法律で方針を決め、

後は1,000以上ある関連の法律を全部改正し

ていけばいい。そこに官僚の力が必要なの

です。政治主導の下、官僚の能力を使って、

この国の革命とも言えるような道州制の実

現に向かってスタートしようということで

私は動きました。その結果、自民党と公明

党は道州制をマニフェストに入れましたが、

残念ながら、民主党は道州制を入れません

でしたので、今後の改革は、道州制が前面

に出るよりも、むしろ、今置かれた状況の

中で地方分権改革をどう進めていくのか、

このあたりが議論の中心になってくるので

はないかと思っています。

新しい政権ができて、マニフェストに掲

げられたテーマの実現に向けた取組みがス

タートしました。ただ、民主党のマニフェ

ストは、どの大きなテーマを捉えても、す

べてこれを実行に移すとなると、地方自治

体に影響を与えます。言葉を変えれば、地

方自治体の協力なくしては、民主党マニフ

ェストの完遂はできないのです。例えば、

子ども手当の実施を決めるのは国かもしれ

ません。しかし、子ども手当を配る作業を

するのは市町村です。市町村の理解と協力

を得なければ、子ども手当すら実施できな

いのです。農業の所得保障もそうです。あ

るいは、高速道路の無料化も市町村は大き

な影響を受けます。

このようなことがあり、今後、私たちと

しては、「国と地方の協議の場」というも

のを法制化して、民主党が地方に大きな影

響を与える政策を進める場合には、そこで

しっかりと地方に理解をしてもらった上で、

あるいは、地方と合意をした上で政策を進

めて欲しい。これは、地方分権改革のこと

だけではありません。他の改革もすべてそ

うです。そういうことを今、強く要望して

おりまして、いよいよ国の方でも、その仕

組みづくりが始まったということだと思い

ます。大変長くなりましたけれども、後は

パネル討論の中でいろいろ議論させていた

だきたいと思います。

最後に、本日のパネリストの皆さんをご

紹介させていただきます。まず、神野直彦

先生です。神野先生は、改革の最重要課題

の一つである税財政の専門家でして、第一

次地方分権改革以来、長く改革の第一線で

活躍をされてこられました。まさしく、わ

が国における地方分権改革の第一人者と呼

べる方です。現在は、関西学院大学教授、

地方財政審議会会長などを務められており

ます。また、新政権においても、先ほど申

し上げましたように、総務省顧問に就任さ

れております。神野先生には、これまで培

った深い見識や経験に基づいて、様々なご
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意見がいただけるものと楽しみにしており

ます。

次に、露木順一開成町長でございます。

開成町を皆さんご存知だと思いますが、酒

匂川が流れる足柄平野にある神奈川県西部

の町です。露木町長は、これまで第二期地

方分権改革を牽引してきた地方分権改革推

進委員会の委員も務めておられまして、大

変なオピニオンリーダーであります。露木

町長には、推進委員会委員の立場から、今

期の改革の総括などもお聞きできるのでは

ないかと思います。また、現職の町長であ

り、様々な現場を抱えての経験を積まれて

おりますので、地方分権改革に対する地方

側からのご意見もお聞きできると考えてお

ります。よろしくお願いいたします。

そして、コーディネーターは、皆さんお

馴染みの宮崎緑さんであります。現在、東

京大学政策ビジョン研究センターアドバイ

ザーを務められております。宮崎さんは生

まれも育ちも神奈川県でございまして、県

の教育委員会委員も務めていただいており、

神奈川県の教育政策づくりに深く関与をし

ていただいております。ぜひとも、よろし

くお願いいたします。

今日は、私も含めたこの４人で、地方分

権改革のあり方について、ディスカッショ

ンしていきたいと思います。そして途中か

らは、皆さんからのご質問を受け、パネリ

ストの皆さんも交えて、議論を深めてまい

りたいと思っておりますので、よろしくお

願いいたします。

以上、主催者代表としてのご挨拶とさせ

ていただきます。今日は少し長い時間にな

りますけれども、ぜひとも最後まで皆さん

にお付き合いをいただいて、実りある議論

が展開できますように、どうかご協力をよ

ろしくお願いいたします。どうもありがと

うございました。
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パネル討論（前半）

コーディネーター

宮崎 緑 東京大学政策ビジョン研究セン

ターアドバイザー（以下、宮崎教授）

こんにちは、よろしく

お願いいたします。

今日はようこそお集ま

りくださいました。今、

この会場をつくるのに、

神奈川県庁の職員が一生

懸命に椅子を運んだり、

机を運んだりして、仕事

をしておりました。手づくりでのフォーラ

ムであります。往々にして、こういう会合

というのは、意見を言うだけ言って終わり

というものが多いのですが、今日のような

フォーラムは、まさにここから、このディ

スカッションから、次の政策が生まれるよ

うな場として活かしていくような機会、椅

子や机を運ぶのと同じように手づくりの政

策をここから生んでいくような場として、

位置付けていけたらと思っています。

フォーラムというのは、元々本当はそう

いうものです。シンポジウムというのは古

代ギリシャ語で、お酒を飲んで賑やかに話

すのがシンポジウムなのですが、フォーラ

ムというのは、辻にできた広場で、そこで

公開裁判などをやるのです。だから、決定

しなければいけない、結論を出さなくては

いけないのです。今日は、まさにそのフォ

ーラムということで開いていきたいなと思

っているところですので、拙い進行です

が、よろしくお願い申し上げます。

さて、劇的な政権交代がありまして、そ

して先頃、この地方分権に関しては第３次

勧告が出されたばかりでございます。この

流れの中で、政権がどのような方向へ向か

っていくのか。地方分権は、まさに新政権

の手腕を問う一つの手段、リトマス試験紙

のようなところもあるのではないかと思い

ます。

まず、現状をどのようにご覧になってい

るのか、そこから伺っていきたいと思いま

す。順番が難しいのですが、露木町長から

いきましょうか。

露木 順一 開成町長（以下、露木町長）

現状というとなかなか難

しいですが、当初、地方分

権という用語は、ほとんど

の方がピンとこなかった。

今でもそういうところはあ

りますが、その名前が大分

通ってきたというのは、我々の議論からす

るとプラスかなと。私の一番身近な例で言

うと、３年前（2007 年）の４月に政府の地

方分権改革推進委員会の委員に就任させて

いただいたのですけれども、当初、私の妻

に「今日は東京出張で地方分権改革推進委

員会があるから遅い」と言っても、２、３

日経つと「何委員会でしたっけ」と延々聞

かれて、１年ぐらい駄目だったのですが、

最近、名前ぐらいは覚えたのではないでし

ょうか。やはり、松沢知事も大変な発信力

ですけれども、宮崎県の東国原知事や大阪

府の橋下知事など、タレント出身の知事の

方がかなり地方分権ということを言って、

地方分権という言葉が世論上喚起されてか

ら、ようやく一歩一歩進む土俵ができたの

かなという感じがするのです。と言います

のは、最初の頃は、我々、推進委員会の７

人の委員で地方分権を一生懸命論じたとこ

ろで、なかなか関心が集まらず、メディア

もほとんど報じない。そういったことを好

む人だけがやっていたという印象があった

のが、少し変わったということが一つあり

ます。

もう一つは、政治にやや翻弄されてしま

ったかなというところがあります。最初は

安倍総理大臣、すぐに福田総理大臣、そし

て麻生総理大臣と３代代わりました。麻生
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さんの支持者の方には申し訳ないですけ

ど、段々支持基盤が脆弱になりまして、先

ほど、松沢知事がおっしゃったように、明

治以来の官僚の仕組みを根幹から覆そうと

いう要素をはらんだ改革ですから、強力な

指導力がないと上手くいくわけがないので

す。その土俵が揺らいだということがあ

り、なかなか進まなかったのですが、この

政権交代で果たしてどうなるのかというの

がまだ不透明というのが、現状だと思いま

す。

宮崎教授

ちょっと一言だけ、つっこませていただ

きたいと思います。地方分権はまさに地方

から湧き上がってくるものですから、中央

の権力基盤が脆弱ならチャンスだという感

じがするのですけど、そうでもなかったの

ですか。

露木町長

確かに地方側が奪い取ってでも、地方分

権をやるよという姿勢が足りなかったとい

うことは紛れもない事実だと思います。松

沢知事のように自ら発信して、積極的に財

務省、あるいは総務省に対して、敢然と異

議申立をする知事さんばかりなら良いので

すが、今のままの方が良いじゃない、裏で

うまく補助金をもらった方が早いのではな

いかという話になってしまう。後ろから押

してくれるはずの人が、建前は押している

ようなふりをするのですが、「やらなくて

いい」という声があちこちから聞こえてき

て、肩透かしをくらったというようなとこ

ろも否定できないことです。反省として。

宮崎教授

また後ほど、いろいろ伺います。申し遅

れましたが、今日は会場の皆様からのご意

見も伺いながら、双方向で行きたいと思い

ます。ひとしきりお話を伺った後、皆様の

ご意見を伺いますので、そのつもりでいら

してください。

さて、今、露木町長の方から、なかなか

地方分権というのは認知度が高まらなくて

というお話がありました。地方分権という

のは、実は長い歴史の中で進んできて、90

年代ぐらいから、まさにど真ん中で一生懸

命取り組まれていたのが、神野先生だと思

うのです。ご自分のおやりになったことを

採点するようで、ちょっと申し訳ないので

すが、どうでしょうか。現状をどのように

ご覧になりますか。

神野 直彦 関西学院大学教授（以下、神

野教授）

100 年に一度の危機

といわれますが、危機

のことを「クライシ

ス」と言い、これは

「分かれ道」という意

味です。地方分権も分

かれ道の状態にありま

す。そもそも、地方分

権を巡っては、これま

で二つの流れが対抗してきました。一つは

行革を進めるために分権をしよう、政府を

小さな政府にするために分権を進めようと

いう考え方と、もう一つは国民の生活を支

えていく、充実させるために地方分権を推

し進めていこうという考え方です。

第二次世界大戦後、世界の先進国は福祉

国家を目指したのですが、その福祉国家が

石油ショックあたりから行き詰まり始めま

した。その行き詰まり始めた福祉国家をど

うやって再構成していくのかといった時

に、二つの道がありました。一つは小さな

政府にするという考え方です。もう一つの

考え方は、ヨーロッパがとったやり方です

が、地方分権を進めて、中央政府が国民の

生活を守るために所得再分配するのではな

く、身近なところで国民の生活を守らせて

いこうというものです。これが分権です。

日本が地方分権を最初に言い始めるのは、

1981 年の土光臨調、第二次臨時行政調査会

です。この時には、明確に行政改革のため
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の地方分権でした。小さな政府にしていく

ために分権を進めていこうというやり方で

す。

ところが、これも、奇しくもと言った方

がいいかもしれませんが、自民党政権が崩

壊した 1993 年に地方分権に関する国会決議

が出ます。衆参両議院とも満場一致で可決

した決議ですが、この時には、国民の生活

のゆとりと豊かさを実現するために地方分

権を進めていこうという方向に舵を切るこ

とになりました。そして、1995 年に地方分

権推進法が成立します。ここからがいわゆ

る第一期地方分権改革と言われています。

私も関与したのですが、その後、今から３

年前に地方分権改革推進法ができる、ま

た、露木町長のご参加している委員会がで

きるわけで、これができたときからが第二

期地方分権改革と言われています。

第一期改革の時からは、国民の生活を豊

かにしていくために分権を進めようという

流れと、第二次臨調以来の行革を進めるた

め、端的に言ってしまえば地方財政を縮小

させていくために分権を進めようという二

つの流れがせめぎあっていきます。第一期

改革では、せめぎあった結果、結局、財政

面での分権が上手くいかなかった。これは

行政改革を進めるための分権の流れの方

が、かなり強かったからです。そして、行

革と言っても「かっこつけ」の行革です

が、行革を進めるための分権という流れが

さらに強くなってきた時期に、露木町長が

参加された委員会ができた。ところが、委

員会は全部そのような力で動くかというと

そうでもなく、露木町長を始め、中で頑張

っていただいた方がいなければとんでもな

いことになっていたかもしれないという状

態だったのですが、どうにか二つの流れが

せめぎあってきました。

そして、今の民主党政権は地域主権とい

うものを明確に掲げていますので、今度

は、国民の生活のために分権を進めようと

いう方向に舵を切ろうとしているわけで

す。しかし、例えば、原口総務大臣は情熱

を傾けて地方分権をやろうとしていますけ

ど、政権交代でそれが一本調子で進むのか

というと、そうでもないのです。先ほども

楽屋裏で露木町長に、「私は政治家ではな

いので分からないのだけれども、何でこう

なるのか」ということを聞いていたのです

が、行革を進めるための分権という流れは

非常に強く、政策の根幹にきちっと生きて

いるのです。三位一体の改革というのも本

来、地方自治体の自由度を高めるための改

革だったのですが、小泉氏や竹中氏の下で

進められていた、地方財政を縮小させてい

くための改革に変えられたということが問

題点であり、こうした方向性は今も明確に

貫かれています。今後、行革のための分権

から、国民の生活を充実させるための分権

改革へチェンジすることができるかどうか

は、地方財政を縮小していこうとする勢力

と、地方分権を進めていこうとする勢力の

せめぎあいで決まっていくという状況は変

わらないだろうというのが私の結論です。

宮崎教授

そうすると、中にいらしても、なかなか

ジレンマで大変なところもあるかもしれま

せん。ただ、二つの流れは本当に二律背反

なのでしょうか。行革を進めることで人々

の生活が豊かになるというような、上手い

方法はとれないのでしょうか。

神野教授

いわゆる小さな政府を進めていくという

路線は、結論が出ているわけですが、世界

的に破綻したと言っていいと思います。で

すから、ヨーロッパもこの間のリスボン条

約から社会的市場経済に移っている。つま

り、赤裸々な市場経済にするのではなく、

社会的な制御の下に置く。今回の危機とい

うのは、まさにそのことをはらんでいるわ

けです。民主主義的なコントロールの下に

置けなかった、そのための悲劇が起きてお

ります。この間、先ほど言いましたような
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試行錯誤の時間でしたので、政府を小さく

したことで経済成長に成功する国もありま

すし、失敗する国もありましたけれども、

格差と貧困については全部失敗です。格差

と貧困は溢れ出ています。

宮崎教授

今回の危機というのは、リーマンショッ

ク以降の金融危機を指しているんですね。

神野教授

そうです。

宮崎教授

ヨーロッパにもいろいろなところがあっ

て、非常に強い中央集権を維持している、

例えばフランスとか、元々地方分権の素地

が非常に強いドイツとか、いろいろバリエ

ーションもあるかと思うのですけど、日本

型の地方分権というのはどのようなものか

ということについて、知事いかがでしょう

か。

松沢 成文 神奈川県知事（以下、松沢知

事）

日本型の地方分権、難し

いですね。日本は明治以

降の近代国家をつくる過

程でも、優秀な官僚が海

外に留学したり、いろい

ろ勉強したりしてきて、

国を間違えない方向に進

めていくのだという、大久保利通以来の太

政官制度、官僚制度を中心にやってきた。

ただ、その中でも、大正デモクラシーや最

近のマニフェスト改革など、政治家が市民

にスタンスを置いて、官僚に負けずに政治

家が頑張ってこの国をつくっていこうとい

う、二つの流れがあったのだろうと思いま

す。ただ、やはり小さな政府志向のアメリ

カなどに比べると、どうしても官僚制が強

い国ではありました。そういう意味ではフ

ランスなどに近いのだと思います。

ただ、本来の私が言いたかったことに話

を戻すと、そういう中で今回の政権交代の

持つ意味は非常に大きいのです。民主党が

マニフェストで政治姿勢として最も強く訴

えて来たのが、「官僚主導の政治から政治

主導の本来の政治につくり変えるんだ」と

いうことなのです。民主党のマニフェスト

の進め方については、私も文句がたくさん

あります。子ども手当はこんな制度設計で

本当にいいのか、高速道路の無料化を環境

が大事なこの時に本当に行ってしまうのか

など、制度設計について問題がいろいろあ

ります。ただ、政治姿勢の面で、「官僚主

導から政治主導へ」ということを宣言し

て、それを思い切ってやろうとしている意

気込みは、私は非常に高く買っているので

す。

これまでの自民党政権の時には、知事が

要望を持って大臣に会いに行くと、下から

積み上げていってようやくアポが取れま

す。面会の時には、大臣が座っていて、そ

の横に私が要望することに関係する局長が

３人ぐらい座っています。課長ぐらいまで

いる時もあります。そして、私が大臣に要

望しても、大臣が「そうか、それで局長こ

れはどうなのか」などと局長にすぐ聞いて

しまい、局長が答えるのです。細かいこと

に答えるのは、全て官僚です。

宮崎教授

それは政治家に能力がなかったからです

よね、単純に。

松沢知事

能力だけではないのです。一年ぐらいで

大臣がすぐに代わってしまうからです。総

理が代わってしまいますから、内閣がみな

代わってしまい、継続した政策もできない

のです。それで、大臣にはこの人ならいい

だろうというぐらいの人が就任するので

す。このように期間が短いため、業務を掌

握できないということもあります。
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しかし、今は驚くことに、民主党の大臣

のところに行くと、「知事の要望ですか

ら、こちらはきちっと体制を整えます」と

言って、大臣、副大臣、政務官が並んでい

るのです。「政治家として松沢知事が来て

国に要望するのならば、私たち政治家が受

けてやっていきます」ということです。確

かに細かいことを言うと、知らないテーマ

もあります。でも、一生懸命メモを取って

います。後ろに官僚が座っている場合もあ

ります。それでも、少し政治的な議論にな

ると、「悪いけど、みんな出て行って」と

なって政治家同士の話になります。このよ

うに政治家同士で話をして、方向を決めら

れるのです。このように変わってきまし

た。

や ん ば

それから、八ッ場ダムの問題。これは大

変、大きな問題です。公共事業を削減する

象徴として、民主党は八ッ場ダムを選びま

した。神奈川県の水は、八ッ場ダムの利根

川水系ではなく、相模川水系や酒匂川水系

で十分にまかなえますので、私は八ッ場ダ

ムの当事者の知事ではないのです。八ッ場

ダムに関係するのは、茨城県・栃木県・群

馬県・埼玉県・千葉県・東京都の６人の知

事です。神奈川県は入らないのです。一週

間ほど前、私が会長を務める関東地方知事

会の会議がありました。せっかく６人の八

ッ場ダム関係の知事が集まるわけですか

ら、私は埼玉県の上田知事と相談しまし

た。これ以上、前原国土交通大臣と６人の

知事が会うのが遅れたら、ますます溝が深

まってしまう。国会が始まると、野党の自

民党や公明党から八ッ場ダムをどうするの

だと前原大臣が聞かれます。すると、「マ

ニフェストにありますから、八ッ場ダムは

絶対に止めるのです、何が何でも止めるの

です」と言わざるを得ない。そうなれば、

また知事たちとの溝がもっと深まり、修復

不可能になります。それで、私は前原大臣

とも親しいので仲介役になり、上田知事と

前原大臣の間を取り持って、関東地方知事

会議の日に別席を設けて会わせたのです。

知事たちと議論はぶつかり合っても仕方な

いのですが、国会が始まる前に絶対１回は

会っておくという姿勢が重要であり、「対

応できますか」と前原大臣に呼びかけまし

た。そうしたら、彼は政治家として応え

て、「松沢知事がそこまでやってくれるの

であれば行きましょう」ということになり

ました。こういう大事な会合が、３人で決

められたわけです。

宮崎教授

それで、どう決まったのですか。

松沢知事

これはもう言い合いになりました。た

だ、前原大臣は、「もちろん止めるという

方向は今、自分は変えないけれども、再検

証する。その検証には都道府県の代表も入

ってやり直す」ということまで言いまし

た。それで、知事たちも、前原大臣がここ

まで来て言ってくれたので一定の評価はす

るということになっています。これはまさ

しく政治主導なのです。

今までは、他の知事たちも含めて大臣と

会うなどと言ったら、まず課長レベルの調

整、そして部長レベルの調整で、「これで

いいか、このテーマが入るならうちの知事

は困りますよ」とやって、最後会うときは

全部シナリオができている。シナリオ以外

のテーマは話せません。「みんなで合意で

きるテーマで会うのだったら、うちの知事

も恥をかかないので行かせましょう」とな

る。完全に官僚にお膳立てされています。

それを政治主導でやっていくという気概が

民主党政権にはあるので、ひょっとしたら

地方分権についても新しい動きが期待でき

るかもしれないと私は思っているのです。

その中で、私は「国と地方の協議の場」

を法制化すべきだと思います。今まで地方

分権の議論をすると、確かに地方の意見を

聞いてくれました。聞いてくれましたけ
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ど、国政は国政の事情があり、まず霞が関 ではないだろうと私は思うのです。

の官僚が反対、族議員が絶対反対だと言

う。結局、最後に決めるのは権限を持って

いる国ですから、いくら地方の意見を聞い

てくれても、地方の望むような地方分権改

革が進まないわけです。すごくフラストレ

ーションが溜まりました。そこで今度は、

国と地方の協議の場というところに国と地

方が対等の立場で参加することを法制化す

る。そして、そこで合意したことしか進め

られないというようにすれば、国が地方分

権の名を借りて、自分たちの財政再建をす

るようなことはブロックできるのです。で

すから、大阪府の橋下知事なども執拗に言

っていますが、こういうものをしっかりと

民主党がつくってから、民主党が分権改革

を進めてくれるのかどうかが重要です。

ただ、今のところ民主党もこれをやって

くれてはいないのです。まず今は、補正予

算をどうするかということと、来年度予算

の概算要求が一番大事ですから、地方が大

事だと言いながら、まだそこまでいってい

ない。マニフェストを実行するには財源が

足りないということで、地方からも金を出

させようという動きもあります。子ども手

当などもそうしようという動きがあるよう

です。こういう状況なので、民主党も政治

主導も良いけれど、本当に地方分権改革、

地方の意見も聞いてやっていくのかどう

か、まだ心配な状況です。

宮崎教授

そのためにも、きちんとした人格者が、

きちんとした事実を踏まえて、ビジョンを

持って政治に取り組んでいただかないとい

けない。パフォーマンスや票を稼ぐために

政治をやるようなことになると、とんでも

ないことになりますよね。水の問題も、実

は明治の廃藩置県の時には、今は東京都に

ある多摩湖は神奈川県にあったのです。で

も、東京には水が無いからといって持って

いかれてしまったんです。このようなこと

があったりして、八ッ場ダムも実は人ごと

それから、今、国と都道府県の話があり

ましたが、実は都道府県と市町村の間でも

大変大きな問題を抱えていると、露木町

長、私は思っております。例えば、教育委

員会におりましても、県の教育委員会と市

町村の教育委員会の関係はすごく難しいの

です。現状と法律とが全然合っていない。

それを運用で何とかごまかしているのです

けれど、これでは一人ひとりの子どもの目

線に立つのはすごく大変だと思うのです。

それで、いつも闘っているのですが、都道

府県と市町村の関係については、露木町長

いかがですか。

露木町長

神奈川県は大丈夫ですよ。知事が素晴ら

しいから（笑）

宮崎教授

いや、遠慮しなくて大丈夫ですよ（笑）

露木町長

一般的に神奈川県って難しいと思うので

す。大きな横浜市、これは政令指定都市で

すね。それから、こちらも大きな川崎市、

そして今度は相模原市が政令指定都市にな

りますので、事実上、ほぼ県と同等の権限

を有そうとしている地域が多くあって、残

りわずかな部分のところに対して、松沢知

事の姿勢は、市町村とともに考えながら、

その地域の発展も教育の問題も含めて、進

めていこうという姿勢ですので、その点は

本当に非常に心強く思っています。遠慮し

ていません。

それで、ちょっと話を戻させていただい

て申し訳ないのですけれども、先ほど神野

先生が行政改革としての地方分権なのか、

それとも地方を強くするための地方分権な

のかという論理立てをされましたが、行革

は国も地方も必要なのです。行革をした上

で、どちらを大きくするのかというと、地
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方の方は大きな政府にして、役割が大きく

なる方が地域住民のためには良いだろう、

国の方はもっとスリムにする形で進めた方

が、思い切ったグローバル社会への大胆な

政策が打てるだろうということであります

ので、両者を矛盾なく統一できないかとい

うことについては、そういうやり方で矛盾

なく統一できます。ローカルは大きく、中

央はスリムにというような形にしていくべ

きだと思います。

ローカル、つまりは地方の方を大きくと

いっても、どこを大きくするのということ

になると、まさに都道府県と市町村の関係

になってきます。市町村の方を大きくした

方が、福祉や教育など住民に密接な部分、

具体的にしょっちゅう住民に接していると

ころで決めた方が効率的ですし、良いに決

まっているわけです。その流れの中で、

今、宮崎さんは県の教育委員会の委員をさ

れていてよくお分かりのとおり、まさに教

育などは、これまた不思議なのですが、

我々は市町村立の小中学校を運営していま

すが、人事は県にやってもらっています。

それはなぜかというと、建前上、「小さな

町では全部できないでしょう、その代わり

に県がやってあげますよ」という仕組みが

長い年月続いてしまっているから、そのよ

うになっているのですが、我々の側も小さ

な町だから駄目だというところに甘んじて

きてしまっているところがあります。

宮崎教授

ですから、制度がおかしいのです。市町

村立の義務教育小中学校の教職員のお給料

は国と県で出しているのです。市町村は一

銭も出していないわけです。そうなると、

どこが責任を持つかと言った時に、責任の

所在と実際にやっているところが分裂して

いるわけです。それが例えば、横浜市など

の大きな政令指定都市にまで及んでいるの

です。

露木町長

横浜市は人事権を持っているんです。

宮崎教授

だけど、お金は出していませんから。

露木町長

お金は県ですね。

宮崎教授

教科書の採択地区はどうするのかと言っ

た話になると、やはり地元が決めていかな

ければいけないですが、法律的には県まで

上がってくるのです。しかし、本当は市町

村がやったことに、県はアンタッチャブル

なのです。なかなか手が出せないのです。

それは、やはり県は責任とれないですから

というところもあり、非常に難しい。です

から、法律と仕組みと現状とが、ものすご

くチグハグだと思うのです。

露木町長

だからそれをできる限り一致させようと

いう勧告も出しました。ただ、小さな町に

全部やれる力があるかと言うと、今申し上

げたとおり、なかなかしんどいです。そう

なると、人口で言えば、30 万人ぐらいのと

ころは権限と財源を一致させて、今の話で

言えば、人事権と教職員の給料をそこの市

で出せるようにしてやっていった方が良い

ではないでしょうかという勧告を出しまし

た。ただ、文部科学省に言わせると、今ま

で文部科学省が一番上で、命令が流れてき

たものを、下から上げていく仕組みに変え

るわけですから、それは嫌だということ

で、進んでいないのが実態です。

宮崎教授

神野先生、今まで様々な話が出てまいり

ましたが、こうなるとどういう国のあり方

がいいのだろうかということについて、ち

ょっと哲学的なお話になるかもしれません

が・・・
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神野先生

行政改革その他について、そもそもシャ

ウプ勧告が第一に挙げているのは、先ほど

宮崎さんがご指摘になったような、行政責

任明確化の原則です。つまり、自分の租

税、例えば市町村に税を納めたら、自分の

納めた租税のリターンは市町村からもらえ

る、公共サービスとして返ってくる。また

は、道府県税として納めれば、それが道府

県から返ってくるということが分かるよう

にしなくてはいけないということです。こ

のことは皆さんご存知のとおり、現在、国

に納めた税は補助金などで国が地方に出し

ているわけですから、日本では成り立って

いません。国に納めたお金は、国が行う公

共サービスとして返ってくるのではなく

て、市町村が提供してくれるという場合も

ありますし、逆に都道府県税や市町村税を

払えば、少なくともそこで使われるのかな

と思っていると、直轄事業負担金で国に持

っていかれてしまったりします。私は小さ

な政府論者ではないですが、どこにどのよ

うにお金が使われているのか全く分からな

ければ、例えば民間でやるのか、公共部門

でやるのかということについても、このこ

とは偉い人が業務仕分けして決めるのでは

なくて、国民が決める、住民が決めるべき

ことですが、身近なところで「これは税で

やろう、これは市場に任せよう」というこ

とを決められません。一番重要なことがで

きていないということです。

それからもう一つ、シャウプは「市町村

優先の原則」と言い、ヨーロッパでは「補

完性の原理」と言っていますが、個人では

できないことを家族が、家族ができないこ

とはコミュニティが、コミュニティができ

ないことを市町村が、市町村ができないこ

とを都道府県が、都道府県ができないこと

を国が、国ができないことをＥＵがという

ように上がっていくべきであるということ

を、特に重要な原則としてシャウプ勧告で

は指摘しています。しかし、そういう原則

論すら、日本では守られていないというこ

とです。

宮崎教授

シャウプ勧告とは、すごく大昔の、戦後

直ぐのものですよね。

神野先生

そうです。それ以来進んでいない。と言

いますか、逆に戻す過程であったというこ

とだろうと思います。そして、混沌とし

た、右に行くのか左に行くのか分からない

ような状況になった時には、こうした原則

論に基づいてもう一度、原点を見直して、

そこから積み上げていく。市場に任せると

購買力によって配られますが、どこのサー

ビスを市場に任せ、どれを公共部門に任せ

るのかというのは私たち国民が共同責任で

決める。身近なところでまず決めて、上に

あげていかなければ駄目なのです。

宮崎教授

誰が決めるのかというところが大事です

よね。それで、そういう方向に持っていこ

うと先生はご努力していらっしゃる。

神野先生

ええ。ですが、なかなか上手くいかない

ようですね。

宮崎教授

松沢知事もご苦労されているようです

が・・・

松沢知事

はい。これまでの地方分権改革というの

は、国が行っている仕事をもっと地方に寄

こせという国と地方の闘いで、地方が一体

となって国対地方という形でやってきまし

た。私ももっともっと市町村に権限を移譲

していくべきだと思います。しかし、都道

府県と市町村の関係で見ますと「こういう

広域的なものは、都道府県でなければでき

ないでしょう」という仕分けの考え方もあ

って、地方分権の中では、市町村対都道府
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県という構図も出てくるのです。

この構図が全国で最も複雑なのが神奈川

県です。神奈川県には全国一大きい市町

村、基礎自治体があります。それは横浜市

です。人口は 370 万人ぐらいです。驚かれ

る方が多いのですが、これは鳥取県や和歌

山県より多いのです。人口 70～80 万の県が

ある中で、370 万人の市があるのです。逆

に、神奈川県で一番小さな基礎自治体はど

こか皆さん分かりますか。清川村という村

があります。東丹沢です。厚木から宮ヶ瀬

に入っていったところです。人口は約 3 千

人です。このように、神奈川県の一番小さ

な基礎自治体と大きな基礎自治体の人口の

差というのは、10 倍でも 100 倍でもなく、

1,000 倍以上あります。言葉を変えると、

住民の意見が行政に反映される距離感とい

う意味において清川村民と横浜市民では

1,000 倍違うと言ってもよいかもしれませ

ん。このことは行政へのアプローチの不公

平というより、ここまで市町村の中の差が

大きすぎると私は人権問題でもあるなと思

います。

横浜市のように財政も豊かで職員もたく

さんいるところは、基礎自治体の自治事務

は当然できますけど、それだけではなく、

もっと自分たちでできるよ、ということ

で、県からも権限を移譲します。政令指定

都市ですから、福祉やまちづくりの権限も

全部、市に移譲されているのですが、それ

でも権限が足りないと、「もう県は邪魔で

自分たちは大都市制度で独立したい、国と

直接やり取りできるのだ、松沢知事なんて

いらないよ」と言うぐらいに横浜市は大き

くなっているのです。かたや清川村の声は

小さく聞こえてしまいがちです。でも、私

は村長の声をしっかりと聞き尊重しようと

頑張っています。清川村では、村長が風邪

を引いて寝込んでいるということが、２・

３日のうちに全村民に知れ渡るぐらいに地

域のコミュニティの情報は近いのです。そ

の意味で言えば、住民参加しやすいので

す。でも、財政規模はとても小さくて、自

分たちの財源では自治事務を十分に処理で

きない。だからゴミの処理は厚木市に頼

る、消防も他の自治体と組んで、きちっと

行政ができるようにしなくてはいけないと

いう悩みを抱えているのです。

こうした様々な自治体を抱えているのが

神奈川県です。私は市町村合併など組織・

枠組みの話を先にするのはあまり好きでは

ないのですが、団体自治だけではなく住民

自治の立場からしてみても、小さ過ぎる市

町村は合併をするなり、合併がすぐに無理

なら自治体同士の連携を深め、広域連合を

つくり、できるだけ自治事務は自分たちの

力でできるように隣の市町村とも力を合わ

せて頑張っていく、県のお世話にはならな

いという自立心を持って欲しいです。一

方、横浜市などは、大き過ぎるから４つぐ

らいに分割し、区役所にもう少し権限を移

譲して、市民が市政にもっと参加できるよ

うにしないといけない。川崎市もそうです

が、市役所に１回も行ったことがないとい

う市民がたくさんいるのですから。このよ

うに基礎自治体のサイズとデモクラシーと

いうことをもう少し考えていかないと、今

のように自由にやってくださいということ

だけでは、格差がますます広がって、行政

と民意の距離が縮まっていかないのです。

そういう改革をどのように進めていくのか

が重要だと思います。

宮崎教授

その格差のところを神野先生に確認した

いのですが、今のお話に出てきた、同じ物

差しで計るからそういう結果が出てくるわ

けですよね。地域によって物差しを変えた

ら、本当は清川村の方が 1,000 倍豊かだと

いうことがあるのではないでしょうか。そ

れが地方分権だと思うのですが、そのあた

りの議論はいかがですか。

神野教授

宮崎さんが言われた格差というのは差
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異、違いのことだと思うのです。それぞれ

の地域ごとに自然の顔があり、その顔に合

わせて私たちの生活様式があり、実際に生

活を営んでいるわけですから、差異はある

のです。

その差異ということと格差は別のもので

す。「ナショナル・ミニマム」というと、

日本ではダムにもナショナル・ミニマムが

あることになるようですが、本来の意味で

の、国民がいかなる地域で生活していよう

とも、このサービスだけは地域社会である

一定の水準が必要という意味ですが、その

水準が満たされていれば、差異は認めま

す。

宮崎教授

憲法の「健康で文化的な最低限度の生

活」というレベルの話ですね。

神野教授

その通りです。もちろん、その水準がど

こまでのレベルかというのは、本来、これ

も国民がきちんと討議した上、決めるべき

話です。そのような討議の下に、是正され

るべきものとして格差があると考えていま

す。ですから、当然、差異はあります。

1995 年に地方分権推進法ができた時、こ

の法律には、分権の本来の目的として、国

民がゆとりと豊かさを実感できる社会を実現

するために分権を推進する、個性豊かで活力

に満ちた地域社会の実現を図るためには、自

治体の自主性と自立性を高めることが重要

だということが書いてありました。しか

し、1995 年から今までに起きたことという

のは、地方自治体は自立できず、その時に

目標としていたことと同じことを、東京へ

の一極集中を排除し、成長優先の社会から

生活重視の社会の実現へ政策目標を変える

ことが重要であるということを 15 年以上も

言い続けているという状況です。

宮崎教授

なるほど。コーディネーターは損な役割

で、議論を活発にするために嫌味な質問を

しなければいけないのですが、ということ

は自立しなかった自治体に問題があるので

はないかと思いますが、露木さんいかがで

すか。

露木町長

先ほど、松沢知事が言われた話がすごく

重要で、自立しなくていけないのは自治体

だと言うのですが、実際、自立していない

というのが何をもって自立していないとい

うのかというと、私の知っている範疇で言

うと、神奈川県の自治体は、先ほど実例が

出ました清川村を含めまして、個性が発揮

できるだけの自立は、ある程度前提条件が

整っていますので、ほどほど何とかやりく

りできるだけの財政基盤はある。しかし、

それだけでは住民の皆さんが、「これだけ

は最低やってよ」というサービスが十二分

に展開できそうもないから、知事が言われ

たようにもう少しサイズの問題も考えまし

ょう。ただ、いきなり一色に塗り固めるよ

うな合併というやり方ではなくて、連合体

をつくるなど様々なやり方をすれば、個性

を生かしながらサイズ的なメリットも活か

せる、そういうやり方をこの神奈川県は追

求できるのではないか。それができれば、

おそらく日本全国でも最先端のモデルを発

信できると思います。自立は神奈川県に関

しては実現できる条件が整っていますし、

そういう方向に向いているなと今、思って

おります。

宮崎教授

ダイバーシティ、多様性、これは今の地

球環境問題のキーワードですし、21 世紀の

国際社会を見たときに、いかに多様なもの

を調和させるかというのは大変大きなテー

マですから、それを神奈川県がモデルとし

て出せるとしたら、これは大変素晴らしい

ことだと思います。
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松沢知事 麗になったということを実感した時に、首

オバマ大統領も、最大の力の発揮のしど

ころというのは多様性の中での統一だと言

っています。地方自治も全くそのとおり

で、例えば、清川村の個性を活かしつつ、

ある行政分野は村だけではできないので、

広域連携により厚木市や愛川町と一緒に共

同でやっていく仕組みをつくりましょうと

することが第一歩なのです。そして将来、

行政全体を一緒にやった方がうまくいくの

ではないかということで、村民や町民の理

解も大分進んできた段階で合併するならい

いですけど、最初に合併ありきで、「合併

しないとあなたたちは自治体として自立し

ていけないのだから、早くこの期間で合併

しろ」というやり方でやると、やはり地域

住民は反発すると思います。このことが平

成の大合併のデメリットだったと思いま

す。

これは、市町村だけの話ではないので

す。２週間後に首都圏サミットというもの

があります。これは１都３県、埼玉県・千

葉県・東京都・神奈川県、それと政令指定

都市の８人の首長が集まって行います。私

はよく言っているのですが、環境問題は首

都圏が一体となって、首都圏全体で取り組

んでいかないといけない。神奈川県で条例

をつくっても、大気や水は東京湾、首都圏

を通じて繋がっていますから、埼玉県でも

千葉県でも東京都でも同じ条例をつくらな

いと効力がなくなってしまいます。ですか

ら、例えば、環境問題は非常に広域性があ

るので、自分たちで広域連合をつくって、

広域連合に国の権限を移譲してもらう、そ

して、今、県や政令市でバラバラになって

いる規制を統一して、環境問題に対して首

都圏で万全の体制をつくっていくというこ

とも考えられるのです。

このように都道府県も同じです。そうい

う広域連携を行い、やはり県単独、市単独

で行うよりも広域連携で行った方が環境の

問題というのは効果が出て、空気も水も綺

都圏民は広域連携あるいは将来道州制に移

行するということを理解できるようにな

る。決してこれは国から押し付けられて道

州制を導入するということではなく、自分

たちから広域連携を行い、受け皿をつく

り、その良さを住民に理解してもらって進

めるというプロセスが非常に重要だと思い

ます。

宮崎教授

首都圏で 3,000 万人いますからね。これ

は世界の中でも大変な人口圧力ということ

になるのです。神野先生、そうなると目指

すべき姿として、道州制も含めて広域連携

していく部分と、清川村の話ばかりで恐縮

ですが、清川村のような地域でも個性を発

揮していく部分とをどのように組み合わせ

れば地方分権が麗しくできてくるのでしょ

うか。この点については、勧告で謳ってい

るのでしょうか。

露木町長

私ですか？

宮崎教授

まず、神野先生に伺った後、その次に勧

告を出したご本人から伺います。

神野教授

私が携わってきたのは第一期地方分権改

革です。1995 年から 10 年間ぐらい行われ

たものです。その時に各省庁からさんざん

言われたのは、「とにかく、国が補助金を

コントロールできることが重要だ」という

ことであり、僕が責任者だったのですが、

この状況を打破できませんでした。つま

り、財政面での分権はできなかった。

そして、第二期地方分権改革において、

第一期改革が残した課題に手を付けられて

いるのかというと、第二期改革は非常に大

きな成果をあげていますが、この成果は第

一期改革の量的延長線上にあって、質的に
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変わったとは言えません。ただ、質的に変

わる芽が出てきているので、第二期改革を

もう少し長い目で、後 10 年間ぐらい続いて

いくものとして見て、最初の３年間は取っ

掛かり、ベースキャンプを築く改革である

と位置付けた方が良いのではないかと思い

ます。第４次勧告がどのようになるかは分

かりませんが、どうも今の成果だけを評価

すると、第一期改革をもう１回見せられて

いるような印象を受けるので、このことは

ぜひ、露木町長に聞いていただきたい。

宮崎教授

2007 年からの３年間の時限の改革は、ま

だ評価に達するレベルに達していないとい

うことですね、率直に言うと。

神野教授

もうちょっと長く第二期改革を考えた方

がいいかなと。

宮崎教授

露木町長、いかがですか。

露木町長

私の場合は、委員の一員ですから、なか

なか下手なことは言いにくいところがあり

ますけども、宮崎さんから端的な質問を受

けた部分については、自立の土俵ができる

ような勧告が打ち出されているのか、例え

ば広域連携も含めて打ち出されているのか

ということで言いますと、散りばめられて

いますけど、明快に意思統一されて打ち出

されてはいません。ですから、明快な形で

こういう絵を書こうという全体像は残念な

がら出されておりません。ただ、我々の委

員会の中での最大の成果は、つい先だって

10 月７日の第３次勧告で出された国の縛

り、要するに法令の縛りをできるだけ取り

払って、市町村が条例で自由にできる範囲

を広めようということです。これは今後、

じわじわじわじわ広がっていって、画期的

な勧告になると、将来見て、あの時変わっ

たというようになると思うのです。

それはどういうことかと言うと、我々は

率直に、特に小さな町のレベルですと、基

本的な政策立案の根幹は国にお願いし、具

体的な運用の方法は県にお願いし、特に町

は上手に使うことに一生懸命頭を使ってき

たのですけど、今度は町村のそれぞれのニ

ーズを自分たちで把握して、自分たちで条

例をつくって、自分たちでやっていくとい

う方法に変えていこうというのが第３次勧

告の柱なのです。これが広がっていくと、

今まで国任せ、県任せでお願いをしていた

部分を自分の頭で考えるようになるのです

ね。こういうのが、じわじわ広がってくる

と、いわゆる住民自治と言いますか、住民

側からのまちづくりの意欲や議会の関係、

議会で一生懸命条例を審議しなければいけ

ないわけですから、それまであまり手が付

けられなかった分野に勧告として初めて切

り込んだというところは非常に意義がある

と思います。

宮崎教授

少し具体的に、今までできなかったどの

ようなことが、できるようになるのでしょ

うか。

露木町長

一番、端的な例で言うと、とかく横浜市

のような大きなところでいうと、保育所の

問題として、様々な基準があって十分な運

動場が確保できなくて保育所に認定できな

かった部分があるのですが、それぞれの地

域が独自の条例をつくることによって、保

育所の認定の範囲が広がれば、はるかに保

育所をつくりやすくなる。道路だって、歩

道が２ｍ以上と決まっているのですが、

「ここは２ｍなくたっていいじゃないか」

とか、そういう部分だってありますし、公

営住宅の入居基準にしましても、日本全国

月収 15 万 8,000 円以下と決まっています

が、沖縄の 15 万 8,000 円と東京の 15 万

8,000 円は価値が違いますから、その地域

のやり方によって変わってくる。それだけ
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ではなくて、「これは県の許可を得なけれ

ばなりませんよ」、「これは国の許可を得

なければいけませんよ」というのがごまん

とありますが、それを条例で決めて良いと

いうことになれば、スピード感が全然違っ

てきます。いちいちお伺いをたてなくて良

くなりますから、例えば、要望にしたがっ

てそこに道路をつくるということが明らか

に早くできるようになります。

宮崎教授

考えてみると、結構ナンセンスな基準は

たくさんあって、例えば、認可保育所と呼

ばれるためには、ほふく室の面積が一人あ

たり 3.3 ㎡以上必要だとか。やっぱり何か

ちょっと違うなという感じがしますけど。

以前に聞いた話では、川の土手にコスモス

を植えて、綺麗な景色をつくろうと思った

ら、一級河川だったので、国交省の許可が

ないとできないとか、地域の人たちがバス

停一つ動かすのができないというようなこ

とは本当に直していただかなければいけな

い部分だと思うのですが。

露木町長

そういうことは日常茶飯時です。酒匂川

という私たちの地域に流れている川も、神

奈川県の管轄ですから、勝手に触ると怒ら

れてしまうのです。

宮崎教授

その代わり触った人の責任ですよね。そ

れで何かあった時の責任がきちんととれる

体制か、それが大きいところだと思いま

す。知事いかがですか。

松沢知事

はい。露木さんは地方分権改革推進委員

会のメンバーですし、神野先生は第一次分

権改革の時の委員会のメンバーでもあっ

て、これまでの地方分権改革を委員とし

て、積極的にリードしてきたお二人です。

ですから、私はお二人ほど歴史や現状に詳

しくないのですが、あえてこれまでの地方

分権改革がなぜ進まなかったか、私なりの

見解を申し上げて、お二人の意見をいただ

ければと思うのです。

確かに、地方分権改革というのはすぐに

制度論の話にいってしまって、一般の住民

の皆さんから見ると、地方分権改革がどの

ように進んだら、自分たちの生活が豊かに

なるのか分からない。先ほどの保育所の例

や、河川法で規制されていてできないもの

を安全性に配慮しながら規制緩和してあげ

れば、自分たちでとても良い河川の護岸が

できるというような実例を示してあげない

と、地方分権改革の効果や意義というのは

一般の皆さんには分からないですよね。で

すから、私たちはそれを一生懸命、実例を

使って説明をするように努力してきたので

す。

ただ、私は地方分権改革を本当に行うと

したら、その最も基本にある部分を変えて

いかないといけない。その基本はそのまま

にしておいて、周辺の枝葉をいくら変えよ

うと思っても、なかなか本質が変わってい

かない、こういう状況に今、陥っているの

ではないかと思っています。その最も基本

になる部分は何かというと、地方自治その

ものを規定している基本法である地方自治

法という法律です。この地方自治法という

法律の抜本改正を誰も言わないのです。何

かあると、その場しのぎで「この条文を少

し変えましょう」と言って、戦後、何十回

も改正を繰り返してきているのですが、そ

の根本的、抜本的改革をやっていかない

と、地方自治というのは進まないというの

を誰も言わないのです。

私は、あえてそれを声高に言っていこう

と思います。地方自治法を地方自治体関係

者は皆読んだことがあると思います。何か

大きなことをやるとしたら、地方自治法で

どう書いてあるのかということから始まり

ます。この法律は四百何十条あるのです。

それから、条項を入れると 1,400 以上ある
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のです。ですから、とても膨大な法律で、

一度で読めと言ったら、３分で眠ってしま

いますから（笑）そういう法律です。それ

でよく読んでみると、いろいろなことを規

定してあります。目次だけでもいいです。

つまり、この法律は地方自治を保障するた

めの法律ではなく、国が地方自治を管理す

るための法律に完全になってしまっていま

す。憲法の第 92 条に、地方自治の本旨と

あります。「地方自治は地方自治の本旨に

基づいて行いなさい」ということです。た

だ、地方自治の本旨が何かとは憲法には書

いてないです。そうであれば、基本法であ

る地方自治法には、「憲法でいう地方自治

の本旨とはこういうことなのですよ、こう

いうことを実現するために基本法である地

方自治法を定めますよ」という目的条項が

なければいけないのに、それが全くないの

です。ここを見ても欠陥法と言えます。

それから地方自治法にどのようなことを

規定してあるかというと、例えば、宮崎さ

んも教育委員を務めていただいています

が、いくら小さな自治体でも、「教育委員

会と監査委員と何々委員会は置かなければ

いけない」などと規定してあります。自治

体によっては、「こういう行政委員会はほ

とんど仕事がないので、他の自治体と一緒

にやってもいいのではないか」とかいうと

ころがあったっていいわけです。そういう

自由度を地方自治法は全く認めていない。

予算編成の仕方もそうです。「単年度主義

にしなさい、予算書というのはこういう形

でつくりなさい、こういうルールにしなさ

い」と全部箸の上げ下ろしに至るまで決め

られてしまっているのです。こういう法律

をそのままにしておいて、地方自治は進む

でしょうか。結局、ここを直さないから、

日本の地方自治というのは進むようで進ま

ないのです。

宮崎教授

分かっているなら直せばいいのに、なぜ

直さないのですか？

松沢知事

国会議員が全然やる気がないのです。そ

れと担当している総務省が。これを直し始

めるとパンドラの箱を開けてしまうような

状況になりますから。「ここも直せ、あそ

こも直せ」ということになり、しっちゃか

めっちゃかになります。それで、今ある条

文を上手く運用すればいい、足りないとこ

ろだけ後で付け加えればいいということに

なる。私は、抜本改正となると、地方自治

法はある意味では廃止してしまって、地方

自治基本法という形にまとめなおして、

今、地方自治に最も求められている自主立

法権・自主財政権・自主行政権、これをき

ちっと分かり易い形で定める。つまり、国

は地方自治体には、ここまでのルールを求

めます、しかし、これ以上は全て地方で条

例をつくるなどして、細かいことは決めて

もらう、そういう基本を定める法律に変え

なければいけないのです。今、それが全く

できてないので、地方自治が進まないので

す。

原口総務大臣はさすがに飲み込みが早

く、私がこのように言ったら、直ぐに事務

方に地方自治法の改正を指示しました。た

だ、私はこれも気に入らないのです。な

ぜ、それを事務方に指示するのか。まず、

この法律はどこに問題があって、どういう

方向で見直すべきかは、大臣と私たち知事

会など政治家が決めるべきです。これが政

治主導なのです。条文の策定は憲法との整

合性や他の法律との整合性、あるいは既に

できている条例との整合性を考える細かい

作業ですから官僚に任せる。方向性が決ま

ったら、プロフェッショナルが細かい条文

作業をしていけばいいのです。

ですから、最初から事務方に任せるとい

うのではなく、「よし、知事会と一緒に私

がやります、政治主導で行きましょう」と

言って、初めて法律が変えられるのです。

事務方に任せたら法律は変えられません。
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ほとんどお茶を濁されてしまうと思いま

す。ここのところをやらない限り、日本の

地方分権改革というのは根本的なところで

進んでいかないと思っていまして、神奈川

県ではプロジェクトチームをつくり、方針

案を検討しています。それを総務省や全国

知事会に提案し、地方自治法の抜本改正を

やっていきたいと思っています。

宮崎教授

ぜひ、そのことを進めてください。要す

るに、今まで国会は立法府ですから、法律

をつくらなければいけなかったのに、正直

言って、法律を書ける政治家というのはほ

とんどいなかったわけです。それで、全部

官僚が代わりに書いていた。アメリカなど

は議員立法でちゃんと書いていますから。

松沢知事

自分たちで名前をつけてしまいますね。

宮崎教授

ですから、そういう人を住民が育ててい

かなければならないと思うのです。地方自

治法を見直すことでかなり劇的に動くので

あれば、それはやはり学会も手をこまねい

て見ていないで、提案していかなければい

けないと思うのですが、神野先生いかがで

しょうか。

松沢知事

神野先生、どうでしょうか。地方自治法

の抜本改正について。

神野教授

今おっしゃっているのは、多分、地方自

治法は全部総花的、財政の細かなことから

全部盛り込んでしまっているので、地方分

権に関する基本法を別につくるということ

ですよね。第一期分権改革のときにも検討

していたのですけども、それは、そういう

考え方もあると思うのです。ただ、形だけ

できても、実質が伴わないとなかなか動か

ない。つまり、法改正そのものが通るかど

うか危ないのですけども、法改正ができた

からと言って、魂が入るかどうかというの

は、なかなか難しいことです。

いつもそれで行き当たるのが財政面の改

革で、これは例えば、地方分権改革推進委

員会で、条例の上書き権も含めて、条例の

できる範囲を広げてもらったのですけど、

国がほとんど税金を取っていって、それを

地方にばらまいて、地方に仕事をやらせて

いくという体制、つまり国と地方とで行っ

ている仕事に応じて税金を課税する権限を

再分配するという基本が行われていない

と、「自由にできるんですよ」と地方は言

われても、実際には財源がなければできな

い。

「財源なんて自分で工夫すればできるじ

ゃないですか」と言われても、税源利用可

能性と言って、重要な課税ベース、税金を

掛けられる対象を国に押さえ込まれてしま

っているので、どうしても不公平で不健全

な税金をつくらざるを得ない。これまた、

古くて申し訳ないのですが、シャウプ勧告

では日本は地方の細かな税金をつくりすぎ

ていると言われました。犬税・猫税・牛

税・兎税、全部あったのです。それから、

太鼓持ち税というものまでありまして、七

十いくつもありました。このような、不健

全で不公平な税金に、なぜ地方が依存しな

ければならなかったのかというと、十分に

依存できる税財源が地方に設けられていな

いからなのです。これが設けられていない

と、中央政府にはお金が集まってきますの

で、日本では中央政府が決定したことを、

簡単に全部地方自治体にやらせる仕組みが

できているわけです。

ですから、例えば、この間の定額給付金

について、国がやると言えば、やらざるを

得ない。子ども手当だと言われれば、やら

ざるを得ないのです。ですから、お金を握

っていると、国が決めたことを地方自治体
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にやらせることができてしまう。つまり、

「自由にやってもいいですよ」と言われて

も、財源がなくてはできないし、余ってい

るところはいくらでも勝手に仕事をやらせ

ることができる。ここに踏み込まないと、

なかなか進まないのではないかと思いま

す。

宮崎教授

どうして、踏み込まないのですか。地方

自治法を変えて、税財政の仕組みを変えれ

ば良いではないですか。

神野教授

地方自治法だと変わらないのですね。国

が持っている税法の方を変えないと駄目な

のです。

宮崎教授

それはもう財務省が強いのは分かります

が、今、せっかく政権交代して、これは多

分追い風になりますね。今、やらないとで

きないですよね。

神野教授

ですから、税制改革とか、そういう･･･

松沢知事

セットでやらなければいけないというこ

とですね。

神野教授

そう、セットでやる。このことがなかな

か難しいと・・・

松沢知事

ちょっと、いいですか。実は神野先生に

は、神奈川県の地方税制等研究会の座長を

務めていただいていたのです。この時に、

非常に面白い話があったのでご紹介しま

す。臨時特例企業税というものがありま

す。少し細かい話になりますが、法人事業

税は不況で企業の収益が落ちると全く税金

を払わなくて良くなり、その後、業績がＶ

字回復しても、その年の黒字を前年や前々

年の赤字で相殺ができる仕組みとなってい

ます。そこで、岡崎前知事の時に当時の神

野座長にも相談して、臨時特例企業税とい

うのをつくって、神奈川県は法人課税の範

囲を少し広げました。前年の赤字によっ

て、法人事業税を払わない部分に課税して

税を納めてもらうようにしようという考え

方で臨時特例企業税というのをつくりまし

た。

ところが、具体名を挙げてしまいますけ

ど、いすゞ自動車という会社がありまし

て、いすゞ自動車も赤字でしたが、その

後、景気が良くなり黒字になって、普通だ

ったら相殺して払わなくて済むのに、神奈

川県では新しいルールができて、払わなけ

ればいけなくなった。何で千葉県や東京都

では払わなくてよい税を払わなければなら

ないのかということが問題になってしまい

まして、いすゞ自動車は神奈川県を相手に

訴訟を起したのです。しかし、課税自主権

というのは地方分権の大きなツールです。

自分たちの地域で財源を確保するために、

自分たちの合意をもとに地方が課税してい

いという課税自主権を使って新しい仕組み

をつくったのだから、これは民主主義のル

ールとしても正しいし、総務省もＯＫを出

したのです。そこで、今は高等裁判所で争

っているのですが、これで負けてしまった

ら、神奈川県は大変な出費を強いられま

す。

ですから、地方分権を進めるためには税

財源の充実が必要ですが、国から税源移譲

してもらうだけではなく、地方も自分たち

の努力で、神奈川県では水源環境を保全す

るための税もつくったように新しいルール

をつくってやっていこうとしている。しか

し、結局は法律の壁があり、訴訟を起され

て負けてしまうと神奈川県が大損すること

になるので、やはり法律自体でもう少し地

方の課税自主権を認めてもらえるように変

えていかないと地方の自治が育たないので
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はないかと思います。神野先生そういうこ

とですよね。

宮崎教授

抜本的にというのは、そこから変えろと

いうことですよね。

神野教授

まあ、そういうことですね。

松沢知事

難しい話ですみません。

宮崎教授

実は私、奄美で美術館の館長をしており

まして、奄美というのは沖縄と鹿児島の間

です。県で言うと鹿児島県になりまして、

県立の美術館なのですが、そこで今、出て

いるのは住民税をゼロにできないか、なし

にできないかということです。今でも太陰

暦で暮らしている文化です。暮らしの隅々

に伝統文化があって、黒糖焼酎飲んで、さ

とうきびを育ててという文化でやっている

わけです。そうすると、やっぱり違うので

す。道路をつくって、トンネルを掘ってと

いうのではない生活を貫けば、要らないの

です。住民税をゼロにしたら良いのではな

いかという話が出ているのです。そういう

ことを地域の特性に従って決めることがで

きる自治体、都道府県・市町村、いろいろ

なレベルがあると思いますが、それを保障

してくれるような法体系に変えるというの

がもともとの基本にないと進まないのでは

ないかという感じです。

松沢知事

名古屋の河村市長というこれまた面白い

市長さんがいらっしゃって、「市民税を減

税する」と言って、議会に条例案を出して

議論になっています。これは総務省の立場

で考えると、名古屋市は借金を抱えてい

て、それも返しきれていない、それから財

源不足もあって市債まで発行するのに減税

を行うとは何事かと、上からすぐに指導が

入るわけです。ただ、河村市長にしてみれ

ば、それが公約で、むしろそのことによっ

てショック療法だけど、できるだけ効率的

な市役所をつくる、一つの大きな市民に対

するメッセージにもなるのだということ

で、自治の観点からやりたいわけです。だ

けど、それをなかなかやらせない法体系や

指導があるということが難しいところです

ね。

宮崎教授

そこを直さなければいけないですね。露

木町長お待たせしました。開成町として県

に言いたいこと、国に言いたいこと。

露木町長

国にはありますけど、県にはあまりな

い・・・

宮崎教授

遠慮しなくていいですよ。国に対してだ

けじゃなく・・・

露木町長

あります、そう言えば。県立足柄上病院

の産科医師が１人減るそうで、それを早く

戻していただくということを。お互い努力

します。県の責任、町の責任ということで

はなく。

その話は別にして、地方自治法を変える

という知事の提案、地方自治の根幹を直し

ていくのだという発想は全く私も大賛成な

のですが、神野先生は魂は財政面の改革だ

とおっしゃいましたが、財政面だけではな

く、やはりその地域をつくっていくという

住民のパワーというか意識というか、そう

いったものの裾野がじわじわと広がってい

かないと、お金も活きませんし、法律も活

きない。ここの部分が日本の場合はややな

いがしろにし過ぎているのではないか。で

すから、先ほどから繰り返しになって恐縮

なのですが、保育所の問題一つにしても、

何か具体的な事例をその都度提起して、こ
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うやればこういう地域ができるのにこうい

う条件があって、それができない。あるい

は、こういう仕組みがあってお金が来ない

ということを住民にオープンにしていっ

て、小さなことでも何回も何回も積み重ね

て、じわじわと広がるプロセスが一番大事

だということです。

そこの根っこの部分を直さないと。私た

ちの町で言うと、自治基本条例をつくりま

した。ただ、つくったからといって、急に

自治が進んでいるかというと、必ずしもそ

うではない。努力はしています。努力はし

ていますけど、何がいけなかったかと考え

ると、やはり最初にもっとオープンにして

一緒に何かをつくり合えるようなものの具

体事例を積み重ねるというプロセスがいさ

さか足らなかった気がしますので、そうい

うものがあっての条例づくりというものを

考えていかなければいけないと思います。

宮崎教授

神野先生、いかがでしょうか。

神野教授

私の恩師の教えでは、地方税というのは

住民がお互いに負担しあう税、国税という

のは国が国民に負担させる税と言われてき

ました。国税というのは封建領主が取り立

てていた税が転化したものなのですね。そ

れに対して、ヨーロッパで言う教会税な

ど、お互いに住民が負担しあって、教育や

医療を行っていたものが地方税になってい

ます。この間私が紹介しましたら、某新聞

がすぐに論説で取り上げてくれたことです

が、島根県の雲南市の海潮地区というとこ

ろには、立派な幼稚園はありますが、保育

園がありません。野良仕事をやるためには

後４時間ぐらい子どもを預かってもらわな

ければならないけど、それがなく、幼保一

元化など夢のまた夢です。そこで、自治会

費を月額で 2,000 円から 4,800 円出し合っ

て、無認可の保育園を自分たちでお金を出

し合ってつくったのです。しかも、その保

育園を運営している地域の組織を見ると総

務部などができていて、地方自治体もどき

になっているのです。これが地方自治体の

原型で、コミュニティではできないことを

上の政府がやっていくのだという原点か

ら、つまりは、先ほど言いました補完性の

原理で、下から突き上がっていくのが原則

なのに、日本の場合は、最初のお金すら取

り上げられてしまっているのが問題だと思

います。

宮崎教授

私の家の近所でも、車がたくさん入って

きて酷い状態なので、住民同士でお金を出

し合って看板を立てるなど、いろいろな活

動をやっています。住民同士の活動はでき

ているわけです。そのような住民活動の部

分と、市町村が行っている仕事の部分に飛

躍があるのです。そこが繋がると上手くい

くのではないかと。

神野教授

まだコミュニティが根強く残っていると

ころだからかもしれないですけど、そこの

ところが海潮地区などはうまくでき上がっ

ています。ヨーロッパには、「ゲマイン

デ」という言葉がありますが、教会をシン

ボルにみんな共同事業で行っていること

が、そのまま市町村で行っている仕事にな

っています。

宮崎教授

「ゲマインシャフト」というのが自然発

生的な共同体、コミュニティのことです。

それに対して「ゲゼルシャフト」というの

が国家などと契約してできた組織のことで

すね。日本は「ゲマイン」の方だと思いま

す。

神野教授

ただ今申し上げたゲマインデとは、ドイ

ツの場合、地区そのもののことです。つま

り、ドイツでは、すべての市町村はゲマイ

ンデです。フランスでは「コミューン」と
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言っています。

宮崎教授

フランスの「コミューン」は地区です

ね。

神野教授

地区のことですが、具体的には市町村の

ことを指します。コミューンの上に「デパ

ルトマン」があり、「デパルトマン」の上

に「レジオン」があります。

宮崎教授

コミューンというのは、「コミュニテ

ィ」のことですね。

神野教授

そうです。誤解を恐れず表現すれば、市

民的な基盤が重要で、市民的な基盤の上に

地方自治体が乗っかっているということが

一番重要なことです。

宮崎教授

学会などでよく指摘されることですが、

日本に市民がいるのかなど言われます。さ

て、いろいろと問題点が浮かび上がってき

ました。あるべき姿についてはだいたい共

通していると思うのですが、そのための方

策として、例えば地方自治法のような根本

的な法改正から取り組まないと実現できな

いのか、あるいは、それに税財政の仕組み

を複合的に考えていかないとやはり動かな

いのか、それから意識の問題として、コミ

ュニティ、地域社会のあり方の問題。これ

は伝統的なものと、日本の場合、民主主義

は上から来た民主主義だったりしましたか

ら、そういう歴史的なものと関わってくる

のかもしれませんが。いくつかポイントが

出てまいりました。

では、今後、どうすれば良いかというこ

とをこれから伺っていきたいのですが、進

行からいえば、途中少し休憩をとって、皆

様からのご質問を受けるコーナーをつくり

たいのです。今ちょうど切りが良いと思い

ますので、休憩明けに会場の皆様からのご

意見ご質問をいただきたいと思います。そ

れに答える形で、またお話の続きをしてい

ただこうと思っております。今、ちょうと

盛り上がってきましたので、休憩の時間で

冷めないように、ご質問はできれば１・２

分でまとめていただきたいと思います。な

るべく多くの方から伺いたいので、コンパ

クトにお考えいただければと思います。
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パネル討論（後半）

宮崎教授

それでは、先ほど予告しましたように

ご意見・ご質問を１分から２分程度でい

ただくコーナーにしたいと思います。ど

なたからでもどうぞ。

質問者Ａ

行政と財政は車の両輪だと思います

が、何かを動かしていくためにはお金が

ないとできません。例えば、介護もそう

です。私もボランティアをやっています

が、ボランティアも交通費や食費といっ

たお金がなければできないと思います。

ですから、やはり地方税を増やさないと

地方分権は進まないのではないでしょう

か。地方へ財源を移すことができるかが

根本的な問題だと思います。

もう一点は、先ほどから大臣のことな

ど、国会議員の話をされていますが、地

方議員の話が出てきていません。神奈川

県議会の議員数は、私は多いと思いま

す。地方自治法で議員数の上限は決まっ

ていると思いますが、横浜市や川崎市、

相模原市といった大都市を抱えて、二重

行政になっている部分もあるでしょう

し、やはり地方自治法の改正を考える際

には、議員数を含めて検討をする必要が

あると思います。地方議員の数をもっと

減らす一方で優秀な地方議員を増やし、

国会議員と闘うぐらいの活力を持つ必要

があると思います。

宮崎教授

税財政の仕組みとして、もっと地方に

重点を置くべきだということと、地方議

員の量より質への転換をどうすればよい

かという二つのご意見がありました。

まずは、税財政について、神野先生に

仕組みの問題を、それから露木町長には

自治体における運用の問題を伺いたいの

ですが。

神野教授

私も同じ考え方で、現在のような、中

央政府が財源を集めて地方に配るという

方法に手をつけない限り、分権は進まな

いと考えています。ただ、社会を支える

「絆」といったものがなくなり、お金さ

えあれば良いという考えには私は賛成し

ておりませんし、事実、私は母からお金

で買えるものに何も価値は無いというこ

とを徹底的に教わったので、お金を大事

にしない人間です。財布を持って出れ

ば、財布を持って帰ったことがないの

で、家内がついに業を煮やして財布に紐

を付けられている状態です。友情など金

では買えないものにこそ価値があって、

お金で必要なものを確保するのは公の任

務だと考えています。

宮崎教授

今、お金の問題は「紐付き」が問題に

なっていますからね（笑）

松沢知事

先生も自主財源を持たなきゃいけない

ですね（笑）

神野教授

２番目の地方議員の問題の方について

言えば、ヨーロッパなどを見ていくと、

民主主義が成熟しているところは、多く

の場合、地方議員を経験して、「あの人

はリーダーシップ、能力があるのではな

いか」と言われた人が国会議員になって

いきます。ですので、地方議員を経験す

る、地方議員で訓練するというのは非常

に重要だと思います。

私は国民が問題にしているのは、議員

数よりも経費の方だと思うので、議員の

活動にどの程度の財源を振り向けるのか

ということを含めて、住民が決定するこ

とが一番重要なことだと思います。議員

数を減らすということは、ともすれば民
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主主義に反しますし、国民が望んでいる

のは、政治がお金を獲得する手段になら

ないことだと思います。極端な話、フラ

ンスには約４万の自治体があり、一つの

自治体に議員が２人いたとしても、膨大

な議員数になってしまうので、人数を減

らすことをせずに、議員はボランティア

に近い形で活動しています。問題は経費

との兼ね合いだと思います。むしろ、地

方議員の経験を積んでもらって国会議員

になる、上に進む能力を身に付けるとい

う方が重要だと思います。

宮崎教授

逆に国会議員で練習してから、地方議

員になってもらうというのも良いかもし

れませんね。それぐらいしないと地方分

権にならないかもしれない。

松沢知事

本当ですね。

宮崎教授

露木町長いかがですか。

露木町長

最初の話の方は、神野先生はいいな、

紐を付けなきゃ心配なほど財布にお金が

入っているのだと思いました（笑）

私も「お金は要らない」と言っている

わけではなく、お金を効率的に、より有

効に使うためには、自分たちの地域は自

分たちがつくるという意識がなくてはい

けない。住民自治の意識が育っていない

と無駄遣いがどうしても発生してしまう

と思います。そのようなことがないよ

う、住民側からじわじわと様々な具体的

な事例を積み上げていくことが必要だと

言っているのであって、お金が要らない

という話ではありません。そのことは承

知の上でのご質問だと思いますが、あえ

て申し上げておきます。

２点目の地方議員の話についてです

が、地方議員はこれからの地方分権時代

の決定的なポイントだと思います。様々

な利害に関わることを、首長が一人の目

で見るより多様な目で見て、議会という

公開の場で堂々と議論を闘わせなけれ

ば、その地域にあった行政が進んでいき

ませんので、地方議会はこれからとても

大切になります。ただ、一般的にはそう

なのですが、神奈川県には政令市があっ

て、県と政令市の間で二重行政的な問題

があるではないか、政令市に権限が移っ

ていけば、政令市の県会議員はそんなに

要らないのではないかと聞かれれば、率

直に言って私もそう思います。その分、

別なところにお金を回していただいて、

例えば我々のような郡部にお金を回して

いただければ大変ありがたいので、もっ

と大きな声で言っていただければと思い

ます。

それから、地方議員を経験して国会議

員になる、あるいはその逆もあると思い

ますが、今の民主党政権の予算編成の混

乱を見ますと、例えば松沢知事がどこか

の大臣であったなら、このような混乱は

だいぶ少なくなっていたと思います。こ

れは冗談抜きに。それは、自分でガバナ

ンス、要するに統治をした経験がある人

だったら、失礼ですが、あのようなバラ

バラな予算の積み上げ方は致しません。

大きな枠を示して、この範疇で「今年は

これをやる」と言って、予算を組まない

とやってはいけないという経験を、私も

小さいながらしています。知事のレベル

ではもっと大きなことをやられているわ

けですから･･･

宮崎教授

ちょっと駆け出しの頃は危なかったで

すけど、今は経験を積まれたようで

（笑）

露木町長

最近は全然問題ないですよ。知事、ど
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うぞ（笑）

松沢知事

持ち上げていただいてありがとうござ

います（笑）

今、大変重要なご指摘を二ついただき

ました。確かに地方自治の充実のために

は、地方の自主財源を増やすということ

は必須の条件です。ただ、少し危険だな

と思うことがありまして、民主党は紐付

きの補助金をやめて交付金にすると言っ

ていますが、交付金というのは総務省が

中心となって配るお金ですから、そうい

う意味では国が配り方に関与してしまい

ます。ですから、本当は国税から地方税

に移すという税源移譲を第一にやるべき

です。民主党は税源移譲ということはあ

まり言わずに、補助金の交付金化という

言い方をしているから、まだ少し甘いで

すね。

それから、民主党は補助金から新しい

交付金をつくり、この交付金でも財源調

整を行うことを検討していますが、財源

調整の機能は既に地方交付税にあり、税

収が低い自治体には十分に配慮して、あ

まり自治体間の財源に格差がつかないよ

うにしています。この地方交付税があり

ながら、今度は補助金を交付金化して、

ここでも財源調整を行うというのは、財

源調整の二重化という非常に分かりにく

い制度になりますので、このあたりをど

う考えるのか、原口総務大臣にははっき

りと方向を示していただきたいと思いま

す。そうでなければ、私たちは不安で

す。私たちが求めるのは税源の移譲で

す。

また、国の税源を地方に譲ってもらう

だけではなく、本当に必要な事業があっ

て、県民もそれをやろうではないかとい

うのであれば、自治体独自の税を導入す

るぐらいのことを考えないと、これから

の地方財政はものすごく厳しくなると思

います。例えば、神奈川県では水源環境

を保全するための税を導入しました。不

況で税収が減ったとしても、安定した財

源をしっかり保障して水源地域の荒廃を

防ぐために、県民の皆さんからいただい

ている県民税に上乗せをさせていただ

き、特別会計に基金をつくって、単年度

だけでなく、持続的に森林の再生や下水

道整備に使えるだけの財源を持ったので

す。こういう努力も必要だと思います。

政治家にとって増税を行うのは本当に厳

しいことです。人気の無い政策ですか

ら、増税を口にした途端に次の選挙に落

ちる可能性もあります。ただ、本当にこ

の地域のために必要な制度であれば、し

っかりと県民の皆さんを説得するだけの

努力をして、新しい税源をつくるという

ことも必要だと思います。

二つ目の地方議員の問題です。私も神

野先生や露木町長がおっしゃっていたこ

とと方向は同じです。「地方議員が多過

ぎて無駄だ、減らせば減らすほど良い」

という行革の視点からの意見を言う方が

いるのですが、これから地方分権の時代

になり、地方自治体の守備範囲が広くな

り、どんどん自治体で仕事を進めること

になります。そうなりますと、これが本

当に県民のためになっているのか、県税

をこういう事業に使って良いのかなどを

細かくチェックする人がいないと行政が

暴走する可能性もあります。私たちも完

璧な人間ではないので、予算を自分の考

えだけでつくってしまうこともありま

す。それが本当に県民の視点に立ってい

るのかチェックする人たちが絶対必要で

す。ですから、地方議員を減らせば、行

革が上手くいって、税金の無駄遣いが減

って良いということではなく、ある程度

の議員数は必要です。ただ、今の人数が

良いのかどうかということは、大いに議

論をするべきだと思います。後は、神奈

川県の地域事情があります。露木町長が

おっしゃっていたように県内には政令市
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があり、そこには県の仕事の多くが移譲

されています。県が行う仕事の多くは政

令市が担っています。ですから、政令市

の市会議員の方はとても忙しいです。一

方で、政令市選出の県会議員の方は、県

の事務について選挙区の住民の利害や意

思を代表するという意味では、守備範囲

は狭くなります。

それでは、どうバランスを取るべきな

のか。本日は政令市選出の県会議員の方

もいらっしゃいますが、私は思っている

ことをしっかり言って議論した方が良い

と思いますので、あえて言いますが、今

後、政令市選出の県会議員は少し減らす

べきだという議論をすべきだと思いま

す。ただ、これも難しいのは法律の枠で

す。公職選挙法の規定では、なかなか難

しいのです。これも、法律でたがをはめ

られていて、地方の独自性が生かせない

例なのです。しかし、政令市選出の議員

をゼロにするというのは暴論です。と言

いますのは、横浜市民も川崎市民も神奈

川県民ですから、県民税を払っていま

す。税を払っていて、代表を送れないと

いうのは、「代表なきところに課税な

し」という有名な言葉がありますが、負

担をしている以上、絶対に代表を送れる

というのが民主政治の最大の基本理念で

すから、政令市からも県会議員が選出さ

れるべきです。ただ、それが他の市町村

と同じ割合で良いのか。私は１対２ぐら

いで良いと思います。そうすれば、県会

議員は今、100 名ぐらいいますが、70 名

ぐらいまで減らせるわけです。政令市の

議員はその他の市町村の議員の割合に比

べて半分ぐらいにする。そうしなけれ

ば、これから神奈川県内の人口は、政令

市がまだまだ増える状況が見込まれてい

ますので、今のような仕組みで議員の数

を決めていますと、政令市選出の議員が

今後も増えて、その他の市町村選出の議

員が減ってくるという逆転現象、不均衡

がますます大きくなってしまいます。で

すから、そういう意味でも法律を見直し

た上で、政令市選出の県会議員について

は、違った割合で選出するということも

考えていかないといけないかなと考えて

います。

露木町長

知事は１対２とおっしゃいましたけ

ど、それでは差が小さすぎます。一票の

格差も１対３ぐらいでという話もあるよ

うですが、そのぐらいにしないと政令市

選出の県会議員の皆さんには、郡部の声

が伝わらないと思うのです。例えば、横

浜市や川崎市の皆さんが飲む水は私たち

の地域から行っているものですし、自分

たちが得ている利便性は自分たちの手で

まかなっているという誤解がこれ以上広

がらないためにも、知事、１対３でどう

でしょうか？

松沢知事

それは大いに議論したいと思います

が、法律がある以上、それが今、難しい

という状況です。

宮崎教授

全ての問題解決の根っこのところに法

律があるわけですが、「法律があるか

ら、それはできない」とおっしゃられ

る。法律のために人がいるわけではな

く、人のために法律があるわけですか

ら、どんどん法律を変えれば良いのでは

ないですか。

松沢知事

実は、私どもは毎年、国に様々な法改

正を提案していますが、動いてくれない

のです。ですから、今度、民主党政権に

なって、地方からの提案に耳を傾けてく

れるのであれば、地方からの提案を汲み

上げて地方自治法にしても公職選挙法に

しても改正に取り組んでいただきたいと

思います。

宮崎教授
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そのために政治家を選んでいるわけで どんどん崩れていって、下へ下へと落ち

すからね。ちなみに、次の世代のことを

考えるのが「政治家」であって、次の選

挙のことを考えるのは「政治屋」と言う

そうです。

質問者Ｂ

抽象的な話になりますが、民主主義と

いうのは、「国が自分たちに何をしてく

れるか」ではなく、「自分たちが国に何

ができるか」を考えることが真の道だと

言われています。しかし、現在の社会を

見ますと、「自分のお金を出すのはいや

だが、国からのお金は欲しい」という風

潮が強いように思えます。今はワーキン

グ・プアなどが問題になっている一方

で、海外から来ている方が、日本人は避

けている厳しい労働条件で働いて、お金

を貯めて国に帰ったりしています。そう

いうことができる人がいるのに、なぜ日

本人はできないのか。特に、私のような

戦前生まれで、戦争中に非常に貧しい経

験をした人間からしますと甘ったれてい

るのではないかという気がして仕方がな

いのです。

宮崎教授

どなたにお答えいただきましょうか。

露木町長

それでは、私がお答えします。非常に

難しいお話ですが、確かに、戦前・戦後

の厳しい一時期を乗り越えられた方から

すると、甘ったれているのではないかと

感じられるのは分からないことではあり

ません。ただ、現在は、自分自身の努力

が及ばない問題で、いわば不条理な問題

で自分の能力を発揮できないというケー

スが増えているように思えます。つま

り、甘ったれているとか、そういうこと

以前に、自分ではどうしようもないうち

に厳しい環境に追い込まれている部分が

あります。その部分に今、光を当てなけ

れば、かつての平均値が良かった日本が

ていってしまいます。こうした実情を考

えますと、一回、下支えをする政策をと

る方が方向性としては合っているではな

いかと思います。

松沢知事

関連でよろしいでしょうか。一年ぐら

い前に定額給付金という政策が話題にな

りました。選挙が近いという事情もあっ

たのでしょうが、とにかく不況対策をす

る必要があるということで、総額で２兆

円程度だったと思いますが、全世帯にお

金を配ろうという政策でした。実は私、

この政策に猛反対をしたのです。と言い

ますのは、本来、税を集めたら公共サー

ビスを充実させることにより国民に返す

べきであり、集めたお金をそのまま国民

に返すのだったら政府は不要なのではな

いか、政府の知恵や役割を放棄している

のではないかと思ったのです。

もう一つは、不況の度に政府が国民に

お金を配っていたら、国民は政府に依存

心を持ってしまい、福沢諭吉が言ってい

た「独立自尊」のような精神は一生育た

なくなってしまいます。ですから、あの

ようなバラ撒きはやめるべきだと考えた

のです。私は子ども手当にも似たような

ところがあると心配しています。もし子

どもが３人おられる家庭が 15 年間、手

当をもらい続けると、地方で家が建つほ

どの金額になります。ですから、本当に

少子化対策をしたいのであれば、例えば

所得制限を設けるなり、第一子・第二

子・第三子で少し給付額を変えて「もう

一人子どもが欲しいな」と思えるような

インセンティブを与えるなり、あるい

は、直接家庭に配るのではなく、保育所

や学童保育の施設などへの補助金に充て

るとか、もっと知恵があるのではないか

と思います。何かあったらお金をバラ撒

くという発想で政府がいたら、国民の方

も常に政府に頼るようになってしまうと
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感じています。

それから、もう一つ言わせていただく

と、露木町長の出身である足柄平野は二

宮尊徳が生まれ育った土地柄です。二宮

尊徳という方は、「至誠、勤勉、分度、

推譲」から成る「報徳仕法」、つまり、

真心を持って（至誠）、一生懸命働いて

（勤勉）、自分の生活の範囲を決めて

（分度）、それ以上の収入があったら、

それを自分の子や孫のために遣う、ある

いは社会のために寄付をする（推譲）と

いう精神を皆が持ち、助け合いの社会を

つくっていけば、社会全体が幸福になれ

るという素晴らしい哲学を提唱した方で

す。神奈川出身の尊徳が、このような考

えを江戸時代の末期、日本が非常に厳し

い時期に全国に広めたことにより農村改

革が成功し、幕府の建て直しにも繋がっ

ていったのです。そのような歴史に学ん

で、もう一度自分たちの精神を鍛え直さ

ないと、本当の意味での自治が育たない

のではないかと思います。

露木町長

定額給付金にしても、政策の中身につ

いては、知事のおっしゃるとおりバラ撒

きの要素があるのですが、国が貧困に対

して「待った」をかける姿勢を見せるこ

とは非常に重要だと思います。経済がい

わゆる「底抜け」をしてしまうと、自助

努力云々以前の話として、「衣食足りて

礼節を知る」の逆を日本が突っ走ること

になる可能性がゼロではありません。

松沢知事

貧困の連鎖を食い止めるということで

すね。

露木町長

そのような状況になることを食い止め

ることも重要だということです。

宮崎教授

食い止めるためにバラ撒きを行うかど

うかは、別問題ではありますね。

露木町長

その通りです。

宮崎教授

私が教えている学生で、定額給付金の

ことを「低額」給付金と書いていた学生

もいましたが（笑）

では、次の質問に行きます。

質問者Ｃ

先ほど、神野先生が「皆で自治会費を

2,000 円から 4,800 円出し合って」とい

う話をされていましたが、非常に分かり

やすかったです。要は、無駄に使われて

いないことが分かれば、払う側も必要が

あるものは払うと思います。極端に言い

ますと、払った税金が何に使われたの

か、領収書ではないですけれども、そう

したものを納税者に返して欲しい。法律

では納税の義務がありますが、一方で国

や自治体に報告の義務があることも法律

に明記すべきだと思います。

宮崎教授

それは、とても大切なことだと思いま

す。神野先生、お答えをお願いできます

でしょうか。

神野教授

ご意見の通りです。先ほど「行政責任

明確化の原則」について申し上げました

が、領収書というわけにはいかないです

けれども、どのようなサービスとして自

分たちに戻ってきているかは分かるよう

にする必要があります。私は「納税者」

ではなく「担税者」と言っていますが、

例えば、消費税を実際に納めるのは企業

かもしれませんが、すべての国民が負担

しているわけですから、国民が自分たち

の生活を共同して支えあっていることを

自覚できるようにしなくてはなりませ
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ん。 めるのだったら、代わりに皆で草取りを

言わば、マンションの管理費のような

ものと考えていただき、個々の自分の家

だけが良いと考えるのではなく、共同で

管理していくべき空間を良くするための

費用をお互いで負担するというのが税の

根本であると理解しています。それは

個々の利益として帰ってくるというより

は、全体の利益として帰ってくる、皆の

共同事業の結果として帰ってくるものだ

と思います。

宮崎教授

帰ってくる利益でも、目に見えないも

のがあると思います。見えないものを、

どのようにして見えるようにするかが課

題ですね。

神野教授

身近なところで見せるということが、

まず、第一ですね。

宮崎教授

地域によって違いはありますが、アメ

リカでは、橋をかけたり、道をつくると

きには住民にたずねます。「一軒あたり

の負担はこうなりますが、それでもつく

りますか」ということの決をとって、つ

くるとなれば負担金を徴収します。そう

すれば、自分のお金が橋や道路になった

ということが見えるわけです。

神野先生

例えば、ロサンゼルスで言えば、地下

鉄を通すかどうかについても、ちゃんと

住民投票にかけます。一旦は否決したも

のでも、何年か経過した後、橋がパンク

してどうしようもなくなったということ

が分かると、今度は皆が「イエス」と答

えたという例があります。

ただ、税というのはマンションの管理

費のようなものなので、例えば、税をや

するなどのことをしないといけません

し、必ずしも個々の利益として戻ってく

ることはないのです。日本の場合は、ど

うも個々の利益として戻ってこないもの

に対しては負担だと理解することがあり

まして、マンションの管理費でエレベー

ターを管理すれば、このマンションの居

住アメニティがよくなるから、皆でエレ

ベーターの管理費を負担することにしよ

うとすると、下の階に住んでいる人が

「自分は乗らないから」と言い始めま

す。そういうことになると、１回１回乗

るたびに料金を取るということにならざ

るを得ないのですが、１回ごとの料金制

度にするのか、管理費でやるのかという

のは皆が見ているところで決めれば良い

わけです。私は「ほど良い政府」と言っ

ているのですが、何を税でやって、何を

料金でやって、何を市場に任せるかとい

うことを国民が身近なところで決められ

るということが一番重要だと思います。

宮崎教授

そのことを見えるような形で示して欲

しいということですね。その工夫は、国

ができなくても神奈川県で、神奈川県が

できなくても開成町で、できるところか

ら始めていただきたいです。

露木町長

少し話が大きくなってしまうのです

が、今、我々の委員会がやっている分権

改革の中で、国の出先機関改革というの

があります。出先機関というのは、中央

省庁の霞が関が本店だとすると、地方に

支店がたくさんあるようなものでして、

例えば、国土交通省の北海道支店では約

7,000 億円使っています。北海道でお金

が使われているにも関わらず、その部分

については、北海道議会では何もチェッ

クできません。そういうことも原因とな

り、無駄がどんどん出てきています。で

すから、それを見えるように、北海道で
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使われているお金は北海道議会でチェッ

クできるような仕組みをつくることも非

常に大切なことだと思います。

松沢知事

これは、議会のやり方にも少し問題が

あると思います。国会もそうですが、予

算委員会というのは、皆が注目します。

予算、つまりは自分たちが納めた税金が

どうやって分配されるかということには

国民も興味がある。あるいは、配られる

予算にお世話になっている業界団体など

も興味があります。だから、予算委員会

にはテレビまで入っていますし、その情

報が伝ってきます。ところが、実は国会

には決算委員会というのもあるのです

が、こちらは報道がほとんどされません

し、傍聴する人もほとんどいません。私

たちも国民として反省しなければいけな

いのですが、予算をもらう時には一生懸

命になるけれども、その予算がどのよう

な行政サービスに使われているかをチェ

ックする決算委員会の方には、ほとんど

誰も注目していません。このことは、マ

スコミにも私たちにも責任があると思い

ます。

もう一つ、自治体には必ず監査委員が

いて、それぞれの事業を監査して、問題

点を指摘し、あまりにもひどいものは是

正させています。これも、あまりマスコ

ミは報じてくれないのです。また、内部

監査だけではなく外部監査制度をつくっ

て、公認会計士や税理士の方などにお願

いして、専門的な立場から監査をやって

いただいていますが、こういうことに

も、なかなか県民の方は興味を示してい

ただけません。要するに、「決まってし

まった予算は、それでいいじゃないか」

ということですが、予算が本当にしっか

り使われているかをチェックして、次年

度にはその反省を生かすということを、

まだ努力不足もあって、しっかりやれて

いない。制度的には、しっかりとできる

部分もあるのですが、反省すべきところ

です。

宮崎教授

マスコミは「マス・コミュニケーショ

ン」なので、不特定多数の情報を載せる

のが使命ですから、個々の情報が載らな

いんですね。日本は全国版のメディアが

非常に力を持っていますが、分権が発達

している国、例えばドイツなどはメディ

アも分権されています。地域ごとのメデ

ィアになっています。ですから、ニュー

ヨークタイムズはニューヨークのことを

一生懸命書きますが、ロサンゼルスのこ

とは全然載っていません。今後、メディ

アが分権に向かうのかどうかも一つの問

題かもしれません。

質問者Ｄ

今日は楽しく、そして分かりやすく拝

聴させていただいております。

宮崎先生がメディアの話をされました

が、昨日の朝刊にたばこ税についての記

事がありました。そこには、たばこ税が

地方の財源の一つとして、隠れ財源にな

っているということが書いてありまし

た。今、民主党政権はたばこ税を上げる

と言っておりますし、神奈川県でも受動

喫煙防止条例を制定し、県内各地域に浸

透しているようですが、たばこ税と地方

税の関係がどのようになっているのか、

その仕組みをお聞きしたいと思います。

松沢知事

たばこ税を上げようという議論が、民

主党の税制調査会で出てきました。た

だ、その目的は健康の問題というより

も、マニフェストを実行するには財源が

足りないという事情からのように感じま

す。「概算要求をしたら全体で約 95 兆

円にもなってしまった、どうしようか」

というのが今の状況であり、行政刷新会

議がいくら予算を削ろうとしても、90 兆

円を超えてしまうのではないかと言われ
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ています。

90 兆円を超える予算を組む一方で、税

収が 40 兆円を切るという状況ですか

ら、後の 50 兆は借金をしないとできな

いわけです。そうすると、国債発行量が

ものすごく増えてしまいます。今までの

政権を赤字の垂れ流しだと批判してきた

のに、そのようなことはできないでしょ

う。ですから、マニフェストの政策を実

行するために、新しい財源を必要として

いるのでしょうが、そのときに一番上げ

やすいのは、たばこ税だというのは安易

な考え方です。たばこ税というのは、

今、税収で年間２兆円くらいあります。

それを、簡単に言えば半分は地方にいた

だけます。都道府県も市町村も目的税で

はなく一般財源として使えるから、非常

に使いやすい税です。たばこ税でとって

いるから、たばこと健康の問題だけに使

うとなれば目的税ですが、そうではなく

一般財源なのです。ですから、国も地方

も税収が上がることはうれしいです。し

かも、全員が増税に反対する可能性があ

る消費税に比べたら、たばこ税について

は、たばこを吸っていない約７割の方が

賛成する可能性があります。吸っている

人はつらいですが、税率を上げやすいの

で、これを財源にしてしまおうという発

想です。

ただ、これはちょっと安易な考え方だ

と思っているのです。私がたばこ税を上

げようというのは全く違った理由から

で、国民の健康のためです。実は「たば

こ規制枠組条約」というのが、ＷＨＯで

つくられて、日本も批准しています。こ

の条約の大きな目的の一つが受動喫煙防

止をやるということですが、なかなか国

が動かないので、全国で初めて神奈川県

が条例をつくりました。神奈川県での動

きが今、広まっていまして、他の都道府

県でも議論が始まっています。もう一つ

の目的は、価格政策をやるということで

す。つまり、たばこ税が安いと人々がた

ばこを買いやすいだろうから、たばこ税

を上げようということで、今ヨーロッパ

では平均で一箱 600 円くらいになってい

ます。為替によって変わりますが、高い

ところでは、イギリスでは一箱 1000 円

近くしますから。たばこをそれだけ高く

して、買いにくくすれば、喫煙率が下が

ります。喫煙率が下がれば健康な人が増

えて、中長期的には医療費も節約できる

ことになります。たばこによる病気が減

りますから。そういう目的で、たばこ税

を上げようということが国際条約に謳わ

れています。私はむしろ、そのことを理

由にして、たばこ税を上げるべきだと考

えていますが、政府で行われている議論

は、「どうやら上げやすい税で、非常に

おいしい財源になりそうだ」という理由

で議論が行われているように思えます。

ただ、これから反対運動も始まると思

います。と言いますのは、たばこを巡っ

ては一つの利権構造ができているからで

す。財務省を中心として、たばこをつく

っているＪＴ、流通業者、販売店、たば

こ農家、その利益をまとめる族議員。前

政権の時代にはこのような構造になって

いて、「勝手に増税はさせないぞ」、

「たばこの規制を強めたら、厚生労働省

は許さないぞ」と圧力をかけてきます。

加えて、霞が関の縦割りの弊害があるの

で、たばこ規制については世界に比べ日

本は遅れている状況です。非常に複雑な

問題ですが、そのように私は見ていま

す。

宮崎教授

ありがとうございました。

質問者Ｅ

２件要望と言いますか、意見を言いた

いと思います。

慶應義塾大学大学院の片山善博教授が

地方分権改革について書かれた論文を読
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みまして、もっともだなと思ったことが

２点ございました。一つは、地方分権は

大変結構だが、分権をした後は地方自治

体がミニ霞が関にならないよう、チェッ

クをする必要があるのではないかという

ことで、「なるほどな」と思いました。

その中で、住民投票制度だったと思いま

すが、住民の参加を担保する制度を同時

に用意しないと、地方自治体がミニ霞が

関になる恐れがあるので、それは一緒に

考えていくべきではないかとおっしゃっ

ていました。そこで、神奈川県でも県民

投票を盛り込んだ自治基本条例をつくら

れましたが、その後の取組みはどうなっ

ているのかをお伺したいと思います。

もう一つは、先ほど知事が少しおっし

ゃっていましたが、監査委員についてで

す。地元の市の内部監査報告書や外部監

査報告書を３年分ほど読みましたが、中

身が違うんですよね。内部監査は甘いと

いうか、さらりとやっていますが、やは

り外部監査の方は厳しく指摘しているよ

うに感じますので、なるべく外部の目を

取り入れた監査制度としていただきたい

と思います。

松沢知事

まず、監査についてですが、監査委員

の力を強めたい自治体は、例えば、監査

委員は 10 人にしようだとか、弁護士か

ら公認会計士からプロも入れて、徹底し

て監査やってもらうという自治体があっ

ても良いと思いますし、住民からの要望

が強ければ、そのようになっていくと思

います。

それから、県民投票のことですが、お

話のとおり、神奈川県でも自治基本条例

というのをつくりまして、その中に県民

投票というのを位置づけました。もちろ

ん、行政をチェックしていただくのは、

まずは県議会に果たしていただくべき役

割ですが、例えば今後、都道府県制から

道州制に移行しようという場合には、県

民の皆さんの意見を聞いて進めていかな

くてはならないと思います。非常に大き

な問題ですから。別のことでも、このよ

うな大きなテーマがあれば、政策立案の

段階から住民投票にかけるという選択肢

もあっていいと思っています。そのよう

な仕組みを、今、神奈川県で検討してい

ます。

露木町長

今後、行政のチェックという意味で、

監査は非常に大切になります。ただ、知

事がおっしゃったように、公認会計士に

外部監査をお願いしようと思っても、小

さな町では公認会計士がいないなど、都

市におられるとなかなか分からない実情

もあります。そうなりますと、他の市町

村と一緒になって広域で対応する、ある

いは県が補完するなどの仕組みをつくっ

て、県全体の自治体の監査能力のレベル

アップを考えていかなければいけないの

ではないかと思います。

宮崎教授

ありがとうございました。時間が迫っ

てまいりましたので、ここからは、質問

をまとめて伺って、まとめて答えていた

だくということにしたいと思います。

質問者Ｆ

霞が関があれだけ強力になった背景に

は、二つの理由があると思います。一つ

は省令というものを多発するようになっ

たことです。ご存知のように、国の法律

は国会で決まります。これは完全な立法

です。しかし省令というのは、行政の長

たる大臣がハンコさえ押せば、いくらで

もできてしまいます。いろいろ議論はあ

ると思いますが、つき詰めますと、企業

活動ですとか、国民の自治権ですとか、

国民一人ひとりの基本的人権に対してま

で制約を加える越権行為だと思います。

ですから、立法をチェックする司法の力
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も借りて、全国知事会で省令の問題につ

いて取り上げていただきたいと思いま

す。

それからもう一つ、天下りと関係があ

るのですが、霞が関の給与体系のことで

す。今のようなお手盛り的な、短期間で

何千万円という退職金がもらえるような

仕組みを霞が関につくらせてしまいまし

た。やはり、これを変えてもらわなけれ

ばいけません。このことが、日本を大掃

除するための大きな問題の一つだという

事も、全国知事会でおっしゃっていただ

きたいと思います。

質問者Ｇ

地方分権の時代と言われながら、なか

なか地方の自立は進まず、法律を見て

も、地方が「自己決定・自己責任」のも

とで決定できるようにはなっていないの

が現状です。先ほど、松沢知事は「自主

財源の確保が大切だ」とおっしゃってい

ましたが、そのために自治体が土地利用

をどう図ろうかと考える時にも、様々な

法律の規制があり、自主財源を確保する

障害になっています。その点から考えま

しても、中央での縛りを緩めて、地方に

任せる方が良いと思います。松沢知事や

露木町長は、どのようにお考えでしょう

か。

質問者Ｈ

今回の政権交代は、国民が「構造改革

路線はノー」と判定した結果だと思いま

す。分権改革についても構造改革路線に

乗った形で進められていて、国の役割を

県に、県の役割を基礎自治体にというや

り方が、本当に住民の暮らしや行政サー

ビスが守れるのかということに疑問があ

ります。地方には人や権限、財源も必要

だと思いますが、本当は国と地方がしっ

かりと連携して、社会福祉などを充実さ

せていかなければ、今の状況を打開でき

ないのではないでしょうか。

また、道州制導入の必要性を知事がお

っしゃっていましたが、このことは全国

町村会が反対しています。反対している

のは、住民から見ると、道州制になると

自治体がますます遠くなることがあるか

らだと思います。どうして道州制に向か

う必要があるのか、その点をもう一度、

知事に伺いたい。

質問者Ｉ

本日のフォーラムの議題は合併問題が

一番だと思っていましたが、実際はそう

ではありませんでした。もっと神奈川県

のことを、地方のことを考えなくてはい

けないと思いましたし、非常に勉強にな

りました。また、知事が二宮尊徳のこと

を紹介されましたが、尊徳は私が住む地

域の出身ですし、私も非常に尊敬してい

ます。

今後、地方分権を進める中で考える必

要があることは、今は小さなことであっ

ても、住民がやりたいと思うことができ

ないことです。私の経験として、仲間と

一緒に酒匂川の土手に桜の木を植えよう

としたのですが、植えた後に、県から駄

目だと言われて撤去することになりまし

た。公害になるとか、そういう理由なら

やむを得ませんが、どうしてなのでしょ

うか。また、春に雑草が生えて歩道に飛

び出てきたので、役場を通して県に切っ

てくれるようお願いしましたが、２ヶ月

経っても切られません。したがって、自

分が怒られてもいいからと思い、自分で

切りました。そのような経験もしていま

す。

最後に、本日のフォーラムを見て、地

方がやりたいことが国の法律でできなか

った実態も良く分かりました。今後はぜ

ひ、県民一人ひとりがこうしたことを考

えてもらって、地方分権を進めていく必

要があると思います。
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世界の地方分権の流れを決定付けます。

質問者Ｊ

松沢知事に伺いたいのですが、県の監

査委員には、議員の方が２人おられま

す。また、選挙管理委員会にも議員出身

の方がおられますが、こうした方はどう

して入っているのでしょうか。

質問者Ｋ

地方自治法の改正や道州制の導入な

ど、大きな発想の転換をしておられる松

沢知事には、敬意を表します。ただ、も

っと奇抜な発想の転換ができないかと考

えています。例えば、環境の問題につい

ては、先ほど知事がおっしゃられていた

ように、今よりも広域な単位で対応する

必要があるでしょうし、保育園のことに

ついてはそれぞれの自治体単位で対応す

る必要があるでしょう。世の中には「○

○水系」などのほか、商業圏や通勤圏な

ど、様々な区域の単位があります。逆に

そうしたものに合わせて立法権や行政

権、課税権などを自由に組み立ててい

く。今は国や県、市町村といった既存の

枠組みの中でやり取りをしている感じが

しますので、もっと自由に、自然にでき

た区域の単位にしたがってやり方を変え

ていくというように発想を転換していく

ことが、今後の地方自治の基本になるの

ではないでしょうか。

宮崎教授

ありがとうございました。時間の制約

もありますので、これで質問は打ち切ら

せていただき、ただ今いただきました

様々な質問に答えながら、本日の結論を

お話いただきたいと思います。

神野教授

最初に申し上げたことに戻るかもしれ

ませんが、そもそも地方分権を進める目

的はどこにあるのでしょうか。ヨーロッ

パでは 1985 年に「ヨーロッパ地方自治

憲章」というものができまして、これが

この憲章では、それまでの福祉国家が中

央で所得再分配をすることに限界がきた

ため、地方自治体に権限をおろして、自

治体に地域の住民の生活を守らせようと

いうことが謳われています。具体的には

対人社会サービス、つまり教育や医療、

そして重要なのは育児や養老などの福祉

ということになりますが、こうしたサー

ビスは地方自治体しか提供できません。

国は現金を配ることはできますが、こう

したサービスを提供することは難しい。

もし、提供しようとすれば地域ごとに出

先機関をつくらなければなりませんか

ら。ですから、地方自治体の任務という

のは、こうしたサービスを提供すること

であり、このことによって自治体に地域

の生活を守らせようというのが、地方分

権の重要な目的だということです。地方

分権はどうして必要なのか、それは、住

民の生活を支えるサービスを地域ごとに

提供していくためです。もともとは家族

やそれぞれの地域で助け合って提供され

ていたサービスですが、工業化社会から

脱工業化社会になって、家族やコミュニ

ティの機能がますます小さくなりまし

た。なぜなら、工業化社会では男性が労

働市場の中心でしたが、脱工業化社会に

なれば女性も労働市場に参加するように

なるからです。そうした地域やコミュニ

ティ、家族の機能が小さくなっていくこ

とを補完するために分権が必要であると

いうことを、原則として考えていただき

たいのです。

したがいまして、先ほど行政の単位の

お話が出ましたが、日本で言う「自然

村」、自然に発生した助け合いのエリア

に重ね合わせた形で行政区画も決められ

るべきです。しかし、日本の場合、明治

時代に自然村を叩いてしまいましたの

で、行政区画を電力会社のサービス供給

エリアを決めるような感覚で決めていま

す。そうではなく、原則はどこにあるの
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かということを考えながら、様々な問題 いくと考えてよろしいのでしょうか。

を見定めていただければと思います。

そうしますと、構造改革の問題も分か

ってくるはずで、先ほど「行政改革のた

めの地方分権」と申し上げましたが、も

っと正確に言えば、「国の財政再建のた

めの地方分権」ということです。これが

構造改革のための分権の流れであり、国

の財政再建のために分権を行うのではな

いという意味で申し上げたものです。本

来、なぜ、私たちは分権を進めるのかと

いうことを常に問いかけていくことが必

要だと思います。

宮崎教授

行政がサービスを提供する際には、ル

ールをつくる必要があるということで、

先ほど政令や省令が濫発されていると

か、国が決めた給与体系に問題があるな

どの質問があったのですが、そのあたり

の兼ね合いについてお話をいただけます

か。

神野教授

これは松沢知事や露木町長の方が詳し

いかもしれませんが、日本の高度成長期

あたりから、夜警国家といいますか、か

つての国はいわゆる秩序維持のための強

制力を提供することが主な役割でした

が、その他にも様々なことをやらなけれ

ばならなくなった。そして、日本の場合

には中央に財源があったこともあります

が、地方自治体に仕事をやらせる仕組み

をつくってしまいました。ですから、補

助金も高度成長期に急に増えています

し、政令や省令も増えています。このあ

たりは財政面の分権と結びつけながら、

古い言葉ですが「老婆心ながら」という

感じで国が地方に関わることをなくして

いくべきだと思います。

宮崎教授

このことは、分権が進めば整理されて

神野教授

その通りです。

宮崎教授

ありがとうございました。それでは、

露木町長、お願いいたします。

露木町長

やはり、地方分権の基本的な考え方

は、地域のことは地域のことを一番良く

知っている人たちが決めていけるように

することだと思います。その流れでいき

ますと、ご質問いただきました土地利用

などということは地域で決めていくべき

です。その代わりに、土地というものは

一度変えたら元に戻りませんので、そう

した観点からの責任も同時に負う必要が

あります。両面あるということを確認し

ながら行っていくということです。

それから、民主党の政策で言うと「コ

ンクリートから人へ」、つまりは福祉や

教育に重きを置くということだと思いま

すが、その方向性には私も大賛成です。

ただ、そうしたサービス展開を誰が住民

に提供するのか、その根っこの部分が明

示されていません。それは、まさに土地

の利用と同じように、それぞれの地域が

担っていけるように運動していかなくて

はなりませんし、具体的なツールとし

て、我々の委員会では、条例で地域のこ

とは地域で決められるようにするという

方向性を出しましたので、条例をうまく

使って、各地域が責任を持って行政を進

めていただきたい。そうなれば、じわじ

わと住民自治が広がり、最終的には良い

地域社会ができると思います。

ただ、そのような地域の個性をどこま

で保障できるのかという問題がありま

す。それは、神野先生のご専門である財

政面の問題が大きくて、すべての個性を
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保障しようとするとお金が足りなくなる

ことも考えられます。そこで、最後の方

のご質問に関わりますが、ある程度のエ

リア、圏域単位の再編成を同時に考えて

いく必要があると思います。つまりは、

既存の都道府県や市町村というもののあ

り方を根本から見直す時期にきているの

ですが、その手段は必ずしも合併には限

りません。ここまでインターネットが普

及してきますと、様々な単位で圏域をつ

くれる可能性があります。例えば、流域

単位などの考え方も出てきています。

我々の地域で言うと、小田原市がリーダ

ーシップを発揮していただいて、一緒に

考えていけたらと思います。

宮崎教授

ありがとうございました。それでは知

事、総括ということでお願いいたしま

す。

松沢知事

まず、政令や省令が濫発されてい

て、必ずしも法律に拠らない仕組みが構

築されているのは、私も異常事態だと感

じています。先ほど話題に出た政令指定

都市についても、地方自治法では大都市

制度のことが明確に規定されておりませ

ん。これは、都道府県制度や大都市制度

をどう考えるかということについて、

様々な意見がぶつかってしまい整理がで

きなかったといった経緯もあって、未だ

に法的地位のはっきりしない大都市制度

が日本に存在しているという非常におか

しなことになっているのです。やはり、

国会が違反をしていないかチェックでき

る法律、つまりは地方自治法によって大

都市制度を規定していくべきです。この

ことも、地方自治法で改正すべき点だと

思います。

天下りと給与体系の見直しについて

は、国でも民主党が悩みながら取り組ん

でいます。実は県にも外郭団体がありま

して、県のＯＢが経験を生かして再就職

することはありますが、はるか昔に外郭

団体からの退職金は一切出ないことにな

っていまして、退職金は県を辞める時の

一回限りです。後は、「退職者キャリア

バンク」というものをつくっていますの

で、外郭団体と退職される方とがお見合

いをして、再就職してもらうかどうかを

決めてもらっています。ただ、霞が関の

場合、天下りを廃止するとなると、給与

体系が非常に難しくなります。60 歳まで

すべての職員が省庁に残るとなると、そ

の分の人件費をどうするかということが

大きな課題になりますので、そのあたり

を考えながら、ご指摘いただいた点は全

国知事会等でも提起させていただきたい

と思います。

土地利用のことについてですが、気持

ちとしては「税収を上げるためには工業

団地をつくりたい、でも市街化調整区域

になっていては難しい」ということもあ

ると思います。ただ、県全体を見ると、

間もなく人口が減り始めます。そうしま

すと、都市計画の中で市街化区域と市街

化調整区域を分けて、自然を守る区域と

都市化を進めて行く区域を概ね分けてお

かないとスプロール化してしまい、まち

づくりが混乱してしまいます。そういう

意味では、こうしたルールは必要です

が、地方の声を活かせるように保留区域

を指定して、工業系の区域をつくってい

くことなどが認められているので、うま

く活用していくのが良いと思います。

道州制についてですが、道州制になる

と役所が遠くなるというのは逆でして、

今までは一番遠い国が一番権限を持って

いたのです。その権限をもっと住民に近

い道州に移し、そして今の都道府県が持

っている権限については市町村に移しま

す。ですから、道州制というのは、権限

をより地域住民に近いところに移してい

くという改革ですので、道州の面積が都
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道府県より広いから役所が遠い存在にな 員出身の方が選任されているところで

るというのは少し違います。どの都道府

県がどの都道府県と一緒になるかという

ような、区域の問題は最後に考えるべき

ことです。道州制は、権限を国から地方

に移譲していくための大改革だというこ

とを、まずは、ご理解をいただければと

思います。

それから、二宮尊徳は亡くなる際に、

「自分の墓は、土を盛り上げて松か杉を

一本植えておけば良い」と言ったのに、

最近は桜も植えられないということです

ね。これは、県の条例というよりも河川

法に関わることでして、堤防に工作物を

つくると、いざ台風がきて工作物が流さ

れた時に、どこかを止めてしまって水が

あふれてしまう可能性があります。ま

た、安全性の面で様々な議論があります

ので、そうしたことを考慮すると、今後

求められることは環境に配慮した護岸を

つくっていくことだと思います。そのあ

たりは国とも議論していきたいと思いま

す。

監査委員については、私も矛盾を感じ

ているところがあります。地方自治法で

は、都府県と政令市においては、監査委

員のうち１人または２人を議員から選任

することになっていまして、本県でも監

査委員の中には県会議員の方が２人いら

っしゃいます。そうなりますと、議員の

方は自分たちが承認した予算を自分たち

でチェックすることになり、議員の方も

少し気の毒な立場になってしまいます。

ですので、監査委員の中に議員を入れる

か入れないかということも含めて、自治

体で議論して決められるようにするべき

です。それが地方自治だと思います。ま

た、選挙管理委員については、選挙権を

有する方のうち、人格が高潔で、政治や

選挙に関し公正な識見を有する方の中か

ら、議会において選挙し、選任すること

となっておりまして、現在、本県では議

す。

行政の単位のことについてですが、テ

ーマによって、例えば環境はこの範囲

で、福祉はこの範囲でやろうというのは

理想的かもしれませんが、事務費がすご

くかかります。また、やはり、行政とい

うのは受益と負担の関係が分かりやすく

ないといけませんので、環境に関する税

はこの面積の方に負担をお願いする、福

祉に関する税はこの面積の方にお願いす

るというやり方では、受益と負担の関係

がすべての行政テーマで違ってきます。

そうなりますと、住民にも分かりにくく

なりますし、事務量がものすごく増えて

しまいますので、行政単位というのをつ

くって、一般財源で広い範囲のことを行

っていこうというシステムになっていま

す。先ほど申し上げましたように、首都

圏の場合、環境問題は広域性があります

ので、広域連合をつくり、これまで国と

都道府県が行ってきたことを併せてやら

せてもらう。例えば、こうしたやり方が

いくつか出てきた方が良いと思います。

最後に総括として、「地方分権は必要

だ」、「地方が自主・自立でやっていく

方が特色を活かせる」という意見には賛

成の方が多いと思います。ただ、同じ方

が「地方において格差が生じるのはいけ

ない」とおっしゃることもあります。地

方分権が進めば、地方によってやり方が

違ってくるわけですから、格差とまでは

言いませんが、「隣の町とうちの町では

こんなに違う、おかしいな」と思えるこ

とも是認しなければならないのです。も

っと厳しい言い方をしますと、あまり行

政手腕のない首長さんや議員さんを選挙

で選んでしまうと、そのまちは衰退して

いってしまうかもしれませんし、逆に素

晴らしい首長さんや議員さんを選んで、

そのリーダーシップのもと、皆が住民参

加をして、新しい条例を打ち出してまち
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づくりを行うようなところは発展してい

くでしょう。この差というのは、地方分

権を認める以上、絶対に出てきます。地

方分権を認めておきながら、全国で差を

つけてはいけないというのは違います。

その覚悟を持って、私たちは地方分権を

進めていかなければいけません。このこ

とをメッセージとして、皆さんにお伝え

したいと思います。

宮崎教授

ありがとうございました。こうして本

音で、つっこんで話し合いができるとこ

ろも神奈川県の一つの良さではないかと

思います。今年は横浜開港 150 周年でし

たが、最初に国際社会に窓を開いて、玄

関口になったのも神奈川県です。これか

ら県が、新しい時代における新しい地域

のあり方を世界に向けて発信していく時

に、本日のディスカッションが役に立て

ばと思います。

本日は皆さんのご協力をいただき、会

場とのやり取りの中でフォーラムを進め

ていくことができました。深く感謝いた

します。ありがとうございました。
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